
住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律
（住宅セーフティネット法）等の一部を改正する法律等について

【全国キャラバン資料】

令和８年５月

国土交通省 住宅局
厚生労働省 社会・援護局
厚生労働省 老健局

資料２　別添２



１．住宅セーフティネット制度と改正法概要
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１．大家・要配慮者の双方が安心して利用できる市場環境（円滑な民間賃貸契約）の整備
２．居住支援法人等を活用し、入居中サポートを行う賃貸住宅の供給を促進
３. 住宅施策と福祉施策が連携した地域の居住支援体制の強化

○ 単身世帯の増加※、持家率の低下等により要配慮者の

賃貸住宅への円滑な入居に対するニーズが高まることが

想定される。

※ 単身高齢者世帯は、2030年に900万世帯に迫る見通し。

○ 単身高齢者などの要配慮者に対しては、大家の拒否感が

大きい。これは、孤独死や死亡後の残置物処理等の入居後

の課題への不安が背景にある。他方、民間賃貸住宅の

空き室※は一定数存在。

※ 全国の空き家 約900万戸、うち賃貸用は約443万戸

（2023年住宅・土地統計調査 住宅数概数集計（速報集計））

○ 改正住宅セーフティネット法(平成29年)施行後、

全国で800を超える居住支援法人※が指定され、地域の

居住支援の担い手は着実に増加。

※ 要配慮者の入居支援（物件の紹介等）、入居後の見守りや

相談等を行う法人（都道府県知事指定）

背景・必要性
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単身
高齢者
世帯

【要配慮者に対する大家の入居拒否感】

入居中

入居前

退居時
（死亡時）

高齢者の入居拒否の理由は、居室内
での死亡事故等への不安が約 9 割

見守り、入居後の課題の相談を求め
る大家も多い

【単身世帯数の推移】

ひとり親世帯

低額所得者

障害者

高齢者

約２割

約５割

約７割

約７割

（年）
※2025年以降は推計

（万世帯）

65歳以上世帯
15-64歳世帯

住宅セーフティネット制度の見直しの背景・必要性

※「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）の一部を改正する法律」の公布時点の資料



○ 終身建物賃貸借（※）の利用促進
※ 賃借人の死亡時まで更新がなく、

死亡時に終了する（相続人に相続されない）賃貸借

・ 終身建物賃貸借の認可手続を簡素化
（住宅ごとの認可から事業者の認可へ）

○ 居住支援法人による残置物処理の推進

・ 入居者死亡時の残置物処理を円滑に行うため、
居住支援法人の業務に、入居者からの委託に基づく
残置物処理を追加

○ 家賃債務保証業者の認定制度の創設

・ 要配慮者が利用しやすい家賃債務保証業者（認定保証業者）
を国土交通大臣が認定

⇒ (独)住宅金融支援機構の家賃債務保証保険による
要配慮者への保証リスクの低減

○ 居住サポート住宅による大家の不安軽減（２．参照）

○ 居住サポート住宅（※）の認定制度の創設
※法律上は「居住安定援助賃貸住宅」

・ 居住支援法人等が、要配慮者のニーズに応じて、
安否確認、見守り、適切な福祉サービスへのつなぎを行う住宅
（居住サポート住宅）の供給を促進
（市区町村長（福祉事務所設置）等が認定）

⇒ 生活保護受給者が入居する場合、
住宅扶助費（家賃）について代理納付（※）を原則化

※生活保護受給者は住宅扶助費を一旦受け取った後に賃貸人に支払うが、
特例として保護の実施機関が賃貸人に直接支払う

⇒ 入居する要配慮者は認定保証業者（1.参照）が家賃債務保証
を原則引受け

1． 大家が賃貸住宅を提供しやすく、
要配慮者が円滑に入居できる市場環境の整備

○ 国土交通大臣及び厚生労働大臣が共同で基本方針を策定

○ 市区町村による居住支援協議会（※）設置を促進（努力義務化）し、住まいに関する
相談窓口から入居前・入居中・退居時の支援まで、住宅と福祉の関係者が連携した
地域における総合的・包括的な居住支援体制の整備を推進

※地方公共団体の住宅部局・福祉部局、居住支援法人、不動産関係団体、福祉関係団体等を構成員とした会議体

３．住宅施策と福祉施策が連携した地域の居住支援体制の強化

２．居住支援法人等が入居中サポートを行う
賃貸住宅の供給促進

【住宅セーフティネット法】

都道府県・市区町村
（住宅部局、福祉部局）

不動産関係団体
（宅建業者、賃貸住宅
管理業者、家主等）

居住支援法人
福祉関係団体

（社会福祉法人等）

要配慮者

訪問等による
見守り

福祉サービス

（例）
困窮者自立支援、
介護等

福祉サービス
へのつなぎ

ICT等による安否確認
(例)人感センサー

居住支援法人等

【住宅セーフティネット法、高齢者住まい法、住宅金融支援機構法】

【住宅セーフティネット法】

＜居住サポート住宅のイメージ＞

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）等の一部を改正する法律
［令和6年5月30日成立、同年6月5日公布、令和7年10月1日施行］
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住宅セーフティネット制度
住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律

（住宅セーフティネット法）の一部を改正する法律
【公布：令和６年６月５日 施行：令和７年10月１日】
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入居

都道府県等登録 情報提供

家賃・家賃債務保証料等の低廉化
【賃貸人等への支援】
・改修費補助
（国の直接補助あり）

・改修費融資
（住宅金融支援機構）

・家賃低廉化補助

・住替え補助

【保証会社等への支援】
・家賃債務保証料等

低廉化補助

・家賃債務保証保険
（住宅金融支援機構）

居住支援協議会
不動産関係団体
宅地建物取引業者

賃貸住宅管理業者、家主等

居住支援団体
居住支援法人

社会福祉法人、ＮＰＯ等

地方公共団体
（住宅部局・福祉部局）

立
上
げ
等
に
対
す
る
支
援

国と地方公共団体等
による支援

住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅
（セーフティネット登録住宅）の登録制度

経済的支援
地域の居住支援体制の整備
（地方公共団体が設置する居住支援協議会の活用）

登録基準

・床面積が原則18㎡以上* ・耐震性を有すること 等

居住支援法人等が入居中サポートを行う賃貸住宅
（居住サポート住宅）の認定制度

居住支援法人

入
居
支
援
等

＊地方公共団体による強化・緩和が可能 ＊新築住宅は原則25㎡以上
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入居

福祉事務所
設置自治体

申請 情報提供

家賃・家賃債務保証料等の低廉化

認定基準

・床面積が原則18㎡以上* ・耐震性を有すること

・安否確認、見守り、福祉サービスへのつなぎの内容 等
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・賃貸人に対する情報提供

・要配慮者に対する情報提供や

入居中支援※

・残置物処理 等

認定
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（既存住宅）

（安否確認・見守り・福祉サービスへのつなぎ等）

＊地方公共団体による強化・緩和が可能 ＊新築住宅は原則25㎡以上

（既存住宅）

入居中サポート ※生活困窮者自立支援制度における地域居住支援
事業等、自治体が実施する福祉事業を活用した
支援も可能

※セーフティネット登録住宅・居住サポート住宅の供給にあたっては、公営住宅等の公的賃貸住宅の活用も考えられる

賃貸住宅供給促進計画
都道府県
市町村

国土交通大臣及び厚生労働
大臣が定める基本的な方針国

5

【ポイント】

●セーフティネット登録住宅 登録戸数：960,737戸 ●居住支援法人の指定数：1,167法人 ●居住支援協議会の設立：184協議会（47都道府県149市区町村）
●居住サポート住宅 認定戸数：261戸（R8年5月11日時点） （R８年３月末時点）



２．居住支援協議会の設立
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山形市（約23万人）
鶴岡市（約11万人）

千葉市（約97万人）
船橋市（約64万人）

千代田区（約6.8万人）
新宿区（約34万人）
文京区（約23万人）
台東区（約21万人）
江東区（約53万人）
品川区（約40万人）
豊島区（約29万人）
北区（約35万人）
中野区（約33万人）
杉並区（約57万人）
板橋区（約57万人）
練馬区（約74万人）
足立区（約69万人）
葛飾区（約46万人）
大田区（約73万人）
世田谷区（約91万人）
江戸川区（約68万人）
目黒区（約27万人）
渋谷区（約23万人）
墨田区（約28万人）
荒川区（約21万人）
港区（約26万人）

名古屋市（約229万人）
岡崎市（約38万人）
瀬戸市（約12万人）
豊田市（約41万人）
半田市（約11万人）
一宮市（約37万人）
蒲郡市（約7.9万人）

京都市（約137万人）
宇治市（約18万人）

八王子市（約56万人）
府中市（約26万人）
調布市（約23万人）
町田市（約43万人）
西東京市（約20万人）
立川市（約18万人）
日野市（約18万人）
狛江市（約8.2万人）
多摩市（約14万人）
小金井市（約12万人）
武蔵野市（約14万人）
あきる野市（約7.9万人）
三鷹市（約18万人）
小平市（約20万人）

東みよし町（約1.3万人）

広島市（約117万人）
廿日市市（約11万人）
呉市（約20万人）
東広島市（約20万人）

横手市（約8.2万人）
大館市（約6.6万人）

霧島市（約12万人）
鹿児島市（約59万人）

越前市（約7.9万人）
敦賀市（約6.2万人）
坂井市（約9万人）

市区町村居住支援協議会の設立マップ（2026.3末時点)
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さいたま市（約135万人）

横浜市（約375万人）
川崎市（約152万人）
鎌倉市（約17万人）
相模原市（約71万人）
藤沢市（約44万人）
座間市（約13万人）
茅ヶ崎市（約24万人）
厚木市（約22万人）

長野市（約37万人）
南佐久（小海町（約0.4
万人）・川上村（約0.3
万人）・南牧村（約0.3
万人）・南相木村（約
0.1万人）・北相木村
（約0.1万人））

菊川市（約4.7万人）
伊豆の国市（約4.8万人）
湖西市（約5.8万人）

奄美市（約4万人）
瀬戸内町（約0.8万人）

とくのしま(徳之島町（約1万人）・天城町（約0.5万人）・伊仙町（約0.6万人）)

豊中市（約40万人）
岸和田市（約18万人）
摂津市（約8.6万人）
吹田市（約38万人）
守口市（約14万人）
堺市（約81万人）
八尾市（約26万人）
箕面市（約13万人）
・池田市（約10万人）

日向市（約5.8万人）
高鍋町（約2.1万人）熊本市（約73万人）

合志市（約6.4万人）

札幌市（約195万人）
旭川市（約32万人）
函館市（約24万人）
本別町（約0.6万人）

北九州市（約92万人）
福岡市（約159万人）
中間市（約3.9万人）
大牟田市（約10万人）
うきは市（約2.7万人）
直鞍地区
(直方市（約5.5万人）・宮若
市（約2.6万人）・鞍手町
（約1.4万人）・小竹町（約
0.7万人）)
久留米市（約30万人）
豊前市（約2.6万人）
遠賀町（約1.9万人）
粕屋中部３町
（篠栗町（約3.1万人）、粕
屋町（約4.5万人）、久山町
（約0.8万人））

みやき町（約2.5万人）

【都道府県】 全都道府県
【市区町村】 １４9市区町村

政令市１５市
中核市２４市
特別区２２区
その他の市６７市、町村２１町村

居住支援協議会の設立状況：184協議会

宇都宮市（約51万人）
鹿沼市（約9.3万人）

※緑文字は共同で協議会を設置

沖縄市（約14万人）

竹田市（約1.9万人） 国東市（約2.5万人）
豊後大野市（約3.2万人） 日出町（約2.8万人）
日田市（約6.1万人） 大分市（約47万人）
姫島村（約0.2万人） 由布市（約3.2万人）

神戸市（約150万人）
宝塚市（約22万人）
姫路市（約52万人）
西宮市（約49万人）
伊丹市（約19万人）

仙台市（約106万人）

松山市（約51万人）
東温市（約3.3万人）
宇和島市（約6.8万人） 草津市（約14万人）

伊賀市（約8.9万人）

加賀市（約6.3万人）

岐阜市（約40万人）
飛騨市（約21万人）
恵那市（約4.7万人）

福島市（約28万人）

前橋市（約33万人）
伊勢崎市（約21万人）

米子市（約14.7万人）
水戸市（約26万人）

玉野市（約5.2万人）



居住支援協議会は、地域の居住支援
体制の整備を進める「つながりの場」

・「地域の居住支援体制」とは、「居住支援」に関

する課題について、必要なときに関係機関・団

体等と連絡・相談し、互いの得意分野・専門分野

を活用することで、適切な支援と課題の解決を

円滑に進めることができる仕組みである。

・このため「居住支援協議会」は、関係機関・団体

等が継続的に連携・協働しながら地域の資源を

つなぎ、総合的・包括的な地域の居住支援体制

の整備を進める「つながりの場」と言える。

見守りの
仕組み

物件確保の仕組み
住民が相談しやすい環境

公営住宅の
あり方を見直し

リスク分散の
仕組み

空き家の利活用

関係機関の
ネットワーク

支援者の
スキルアップ

支え合える
地域

等々・・・
様々な地域資源が必要

地域の
居住支援体制

居住支援協議会

地域の居住支援体制の整備を進める「つながりの場」
＝

市区町村による居住支援協議
会※設置を促進（努力義務化）
し、住まいに関する相談窓口か
ら入居前・入居中・退居時の支
援まで、住宅と福祉の関係者
が連携した地域における総合
的・包括的な居住支援体制の
整備を推進。

都道府県・市区町村
（住宅部局、福祉部局）

不動産関係団体
（宅建業者、賃貸住宅
管理業者、家主等）

居住支援法人
社会福祉協議会
福祉関係団体

居住支援協議会

（改正後）
構成員として明確化

（改正後）
居住支援協議会との
相互連携の明確化

生活困窮者自立支援法に基づく支援会議
地域ケア会議（高齢者）

（自立支援）協議会（障害者）
社会福祉法に基づく支援会議

地域住宅協議会（公的賃貸住宅）

連携

（改正後）
地方公共団体における設置
の努力義務化

【現在（R８.３末）の居住支援協議会設置状況】
184協議会（全都道府県、14９市区町村）

※ 地方公共団体の住宅部局・福祉部局、
居住支援法人、不動産関係団体、福祉関
係団体等を構成員とした会議体

※ 令和７年３月に協議会設立の手引きを改定
※ 準備段階から地域の関係者で話し合いつつ

段階的に進めることが重要

国土交通省と厚生労働省の共管

国土交通大臣及び厚生労働大臣が共同で基本方針を策定

市区町村による居住支援協議会設置の促進 （国土交通省・厚生労
働省が共同して推進）

住宅施策と福祉施策が連携した地域の居住支援体制の強化

【住宅セーフティネット法】

8



「つながりの場」と
言われても具体的
にイメージできま
せんが、設置が努
力義務になったの
で検討は進めよう
と思います。

設立はしたけど、
何をすればよいか
分からなくて、活
動が停滞していま
す。

ただ作るだけでは、地域の居住
支援体制は整備されません！
設立の過程や設立後に何を話
し合うのかが重要です。

国では、手引きや通知などを通
じてその手法を発信しています。

居住支援協議会に関する手引き・施行通知

9

居住支援協議会設立の手引き
～居住支援協議会はじめの一歩～
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku
/house/content/001884544.pdf

施行通知（令和７年７月18日発出）
別紙６
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku
/house/content/001902516.pdf



設立前～設立中は、「相互理解」を深め居住支援の土台を作る

（３） 設立を検討する際のポイント

・ 住宅確保要配慮者を取り巻く課題は複合的であることが多く、特定の関係者・団体等が単独で課題を解決することが困難であるため、

必要な時に様々な関係者・団体等が連絡・相談し、お互いの得意分野・専門分野を活かしながら、適切に居住支援を実施できる体制を

整備する必要がある。

・ このため、市区町村居住支援協議会においては、地方公共団体の住宅部局と福祉部局、不動産事業者・団体、福祉関係事業者・団体、

居住支援法人等、様々な関係者・団体等をつなぎ、お互いの顔が見える体制を整備することが重要である。

・ また、地域の実情に応じて、生活困窮者自立支援、高齢者支援、障害者支援、公的賃貸住宅の管理、民間賃貸住宅の活用、空き家対策等、

様々な施策・関係者との相互理解を進め、連携・協働することが重要である。

※ 居住支援協議会の設立自体を最終的な目標とするのではなく、その準備段階から地域の関係者との連携・協働を図り、

設立後の取組も見据えた継続的な視点で設立準備を進めていただきたい。

住宅確保要配慮者を
見る視点の違いを尊重する

地域との
つながり

健康状態 滞納リスク

近隣への
影響

死後のこと

生活状況

福祉の専門職 不動産の専門職

行政・民間、不動産事業者・福
祉関係事業者、それぞれ立場
も得意なことも出来ることも違い
ます。「相互理解」を深めないま
まに設立してしまうと機能不全
に陥ります。

10

国交省と
厚労省の連名通知

令和7年7月18日発出施行通知 別紙６（居住支援協議会）参照



居住支援協議会設立の手順

11

・行政と民間団体が連携した実働的な居住支援協議会づくりプロセスには、主に４つのフェーズがあります。

・フェーズを一つ一つ達成しながら、段階的に取り組むことが基本ですが、地域の実情によって順番を前後させたり、並行して取り組

むことも有効です。

フェーズ１ フェーズ２ フェーズ３ フェーズ４

○担当課が居住支援の
必要性を認識し、取
組みの土台を作る

○居住支援に関する現
状、課題の把握

○担当課での勉強会の
実施、検討会

○先行自治体へのヒアリ
ング 等

想
定
さ
れ
る
取
組
例

留
意
点

○庁内関係課との共通
認識をつくる

○民間団体との協力関
係を構築する

○居住支援協議会設立
に向けて体制を整える到

達

イ
メ
ー
ジ

○居住支援の概要がわ
からない

〇必要性がわからない

○担当者個人が居住支
援の概要を理解した

〇担当課で合意がとれた

○庁内関係課の課題を
把握できている

〇関係課と協働できる

○協議会メンバー同士、
顔の見える関係がある

〇課題を洗い出せている

○庁内関係課へのヒアリ
ング

○庁内関係課向けのセミ
ナーの実施

〇庁内関係課との意見
交換 等

○民間団体の洗い出し
○民間団体へのヒアリン

グ、座談会
○民間団体向けセミナー

の実施
〇グループワーク開催 等

○設立準備会の設置
〇協議会メンバーの調整
○協議会の目的・体制

のイメージ具体化
〇継続的な運営方法に

ついての検討 等

・担当者だけが取り組ん
でいる状況では活動は
広がりません。課内で認
識合わせを行い居住支
援に取り組む機運をつく
りましょう。

・現場へ足を運び話して
みましょう。

・居住支援の現状を聞き
つつ、行政が「本気」で
居住支援に取り組もうと
していることを伝えましょう。

・地域の優先課題を見定
め、行政関係課と民間
団体からコアになるメン
バーを選びましょう。

・設立に向けて対話を重
ねることが必要です。

現
状

・まずはお互いの業務内
容、困りごとを共有すると
ころから始めましょう。

・お互いを知ることで、対
話の糸口も見えてきます。

居住支援協議会設立までの4フェーズ



「居住支援協議会伴走支援プロジェクト」（令和８年度）の概要

○ 令和７年１０月に「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律等の一部を改正する法律」が施行

され、同法律により、地方公共団体による居住支援協議会の設置が努力義務として位置付けられた。

○ 居住支援協議会の設立にあたっては、関係者間における認識の共有や合意形成、役割分担の明確化など、多くの

自治体において解決すべき課題が存在している。

○ 本プロジェクトでは、各自治体の実情に即した課題整理や関係者間の調整、取組の方向性の検討といった一連の

プロセスに対し、有識者と共に伴走支援。

伴走支援プロジェクトの趣旨

■「居住支援協議会伴走支援プロジェクト」の概要

応
募
主
体

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
担
当

伴
走
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
打
合
せ

※打合せは対面・オンライン会議の他、電話、メール等、状況に応じた対応となります。
※委員・講師との連絡調整は事務局にて行います。

支援の例： 講演・意見交換会を開催する際の取り組み方

部門：市区町村居住支援協議会設立部門
対象：市区町村 （住宅部局・福祉部局を問わない）
採択予定数：４団体程度

募集
内容

令和8年4月2３日（木）～令和8年5月20日（水） １６:００必着
募集
期間

・居住支援協議会の設立に向けたロードマップの策定支援
有識者とともに現状の課題を整理した上で、今後のあるべき姿の
実現を目指し、そこに至るまでのロードマップの検討を支援。

・勉強会や意見交換会を開催する際の助言・講師派遣
解決したい課題や目指すべき体制づくりに合わせて、適切な講師の
選定や、当日の内容の事前検討を支援。また、開催後は担当部署と
振り返りミーティングを実施。

・居住支援に関する疑問や不安に対する相談受付
日々の業務の中で生じる疑問点や検討を進める上での不安な点に
ついて、事務局が随時相談に応じ、解決に向けたアドバイスを実施。

支援
内容

次
の
取
組
み

次
の
取
組
み

現地での支援は、講演会を実施すること自体を目的とはしていません。地域の
連携体制を形にするための「きっかけ」として講演会や意見交換会を活用します。

12



基礎情報

375,827人人口 ※1
（R7.4.1）

103,435人
（27.5％）

高齢者数 ※1
（R7.4.1）

16,014世帯
高齢者単身
世帯数 ※2

2,971世帯
生活保護被保護
世帯数 ※3

体 制 図

・住まい探し支援は、住まいの相談窓口において相談者に対するアセスメントを福祉部局が行い、必要な支援や
サービスを調整した上で、協議会が取組む「協力不動産店登録制度」によるマッチングを行い、住宅と福祉の連
携・協働による体制を整備している。

・大家さんや管理会社等からの入居者に関する相談についても対応できる体制を構築している。

住宅と福祉の連携・協働

・市の住宅部局、福祉部局の職員や民間事業者（不動産事業者、居住支援団体、地域包括支援センター、ケアマネ
ジャー、障害者相談支援センター、ＭＳＷ、ＳＳＷ、民生児童委員、葬祭業者など）を対象に、居住支援について
の知識の習得やケース対応力の向上などを目的に「居住支援勉強会」を開催している。

・協議会の活動を広く周知するため、「ＷＥＢページ」の開設や「居住支援ニュースレター」を発行している。

・地元の不動産事業者や居住支援法人等を訪問し、意見交換などを行うことで支援現場の課題や困りごとなどの抽出
を行い、支援現場の環境整備につなげている。

住まいに関する地域資源開発・環境整備

〇 住宅と福祉それぞれの得意分野・強みを活かした仕組みを整備し、支援現場ファーストの居住支援に取組んでいる。
〇 協力不動産店登録制度による住まい探し支援、居住支援勉強会による知識の向上と支援者同士の仲間づくり、ニュースレターの発行によ
る協議会活動の周知などに取組み、支援現場の課題や困りごとの解決に向けた支援体制を構築している。

○ 体制作りの過程で、市営住宅の連帯保証人制度の撤廃、単身入居や常時募集住戸の拡充など運用見直しを実施

※1：住民基本台帳 ※2：R2国勢調査
※3：R5担当課公表資料

協議会の概要

・生活困窮者自立支援制度を活用した
「住まいの相談窓口」を設置し、
「住まい相談支援員」を配置してい
る。（R7.4.1～）

・併せて地域居住支援事業による同行支
援や居住継続支援を実施している。

・相談は行政の各部署や相談機関などが
キャッチし、必要に応じて「住まい
の相談窓口」につなげている。

・「住まいの相談窓口」のアセスメント
機能と「協議会（協力不動産店登録
制度）」のマッチング機能を連携さ
せ、住まい探し支援を行っている。

総合的な相談支援
一宮市居住支援協議会

住宅確保
要配慮者

地域包括
支援ｾﾝﾀｰ

障害者相談
支援ｾﾝﾀｰ

介護事業所
その他
行政機関

医療機関・
MSW

教育機関・
SSW

その他の
社会資源

協力
不動産店

住まいの相談窓口
（生活困窮者自立相談支援機関）

〇住まい探し支援
【協力不動産店登録制度】

〇知識の向上・仲間づくり
【居住支援勉強会】

〇協議会活動の周知
【ニュースレターの発行】

・住宅政策課 ・福祉総合相談室

・高年福祉課 ・生活福祉課

・子ども家庭相談課 ・観光交流課

・愛知県住宅供給公社

・一宮市社会福祉協議会

・のわみサポートセンター

・木漏れ日

・愛知共同住宅協会

・くらし応援ネットワーク

・愛知県宅地建物取引業協会

・全日本不動産協会愛知県本部
連携･協働の
プラットフォーム

一宮市・
公的機関

不動産
関係団体

居住支援
団体等

相談

支援

連携

相談 支援

物件
探し

連携 連携

物件情報

相談

相談
支援

【参考】 地域における総合的・包括的な住まい支援の取組事例（一宮市）

住まい相談支援員が対応
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R7.3設立



３．居住支援協議会の適切な運営
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設立＆活動活性化のために「実態把握・現状分析」が重要①

15

居住支援ニーズの全体像が見えづらい理由
・居住支援は多様な関係機関・団体等が関わっており、異なるニーズや課題を抱えています。そのため、それぞれが自分の領域にとど

まって居住支援を行おうとすると、居住支援の全体像が見えないままに有効な連携を行うことができず、住まいの確保を必要として

いる住民に対して十分なサポートを提供できなくなる可能性があります。

・居住支援に関わる関係機関・団体等がお互いの現場で何が起こっているのかを理解することで、団体間の連携や、サポートを必要とし

ている住宅確保要配慮者に対する適切な支援を、継続的・効果的に進めていくことができます。

出典：日本大学 教授 白川泰之 講演資料

設立の手引き
抜粋P４１

出典：居住支援協議会設立の手引き（R7年３月）



設立＆活動活性化のために「実態把握・現状分析」が重要②

16

□□市○○県居住支援に関する基礎情報
NPO法人○○５者居住支援法人
○○不動産１者空家等管理活用支援法人

○○戸○○戸空き家・空き室数
○○戸

（○○戸）
○○戸

（○○戸）
セーフティネット登録住宅数

（うち専用住宅）

住まいの
相談件数

申込数
応募数

総戸数
（空き住戸）

公的賃貸住
宅の状況

○○件□□件
□□件○○戸市営住宅

－－○○戸県営住宅
（市内）

－－○○戸UR
（市内）

住まいの相談件数形態居住支援に関連する事業

○○件直営自立相談支援事業
（生活困窮者自立支援法）

○○件委託地域居住支援事業
（生活困窮者自立支援法）

ｰー高齢者の安心な住まいの確保に
資する事業（介護保険法）

○○件委託住宅入居等支援事業
（障害者総合支援法）

１．人口 ○人
２．高齢者数 ○人
３．高齢者単身世帯数 ○世帯
４．生活保護被保護世帯数 ○世帯
５．障害者数 ○人
６．外国人数 ○人
７．子育て世帯数 ○人

□□市の人口・世帯状況

既存の情報を集め整理する
・定量的データだけでは現場の実態をつかむことはできませんが、ヒアリング先を選定する等、今後の取組みを検討するために概況を知

ることは重要です。国勢調査や、住宅・土地統計調査等の公的統計を参照することで、住宅確保要配慮者の傾向を把握することができま

す。都道府県指定の居住支援法人、セーフティネット住宅登録数等、居住支援に役立つ地域資源の状況も把握することができます。

・また、各種行政計画策定の際に実施している独自調査もあります。庁内連携のきっかけを作るためにも、担当課に直接話を聞きに行っ

てみるのもよいでしょう。

統計から住宅確保要配慮者の現状を見る統計から住宅確保要配慮者の現状を見る 居住支援に関する地域資源を確認する居住支援に関する地域資源を確認する

住生活基本計画を見る、住宅部局に話を聞いてみる住生活基本計画を見る、住宅部局に話を聞いてみる
福祉の行政計画を見る、福祉部局に話を聞いてみる福祉の行政計画を見る、福祉部局に話を聞いてみる

地域に頼れそうな
団体はいるかな？

公的住宅に相談に
来る人はどんな人？

委託先はどこ？
現場を知ってるのは

誰？

「基礎情報把握シート」をダウンロードすることができます https://www.koujuuzai.or.jp/researcher_record/tools/

設立の手引き
抜粋P４２

出典：居住支援協議会設立の手引き（R7年３月）



設立＆活動活性化のために「実態把握・現状分析」が重要③

17

地域の将来像を考える
・経年的な変化を考えることで、居住支援に関わる地域の将来的な状況を推測することができます。

・市区町村で行われている空き家実態調査、公営住宅の戸数や老朽化の状況、義務的経費と社会保障費の増加、行政職員数の減

少等から、10年先、20年先のまちの姿がどう変わるのか、具体的なイメージを持ち関係機関・団体等で共有していくことが、居住

支援を進めていく上で重要になります。

・「公営住宅が減っていく中で、賃貸住宅や空き家の利活用がますます重要になる」、「行政職員数が減っていく中で、民間団体と効

果的に連携していく必要がある」等、地域の将来像を想定しつつ、住宅・福祉それぞれの政策を考えていく必要があります。

地域の将来像を考える【大牟田市】

出典：大牟田市居住支援協議会 事務局長 牧嶋誠吾 講演資料

・大牟田市では空き家予備軍の調査や、市の一般会計における歳出（性質
別）の推移から、２０年後のまちの姿を想定し政策を検討しています。

設立の手引き
抜粋P４３

出典：居住支援協議会設立の手引き（R7年３月）



勉強会・意見交換会のイメージ
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○居住支援協議会は、関係者・団体等がつながり、地域の居住支援体制の整備を進めるための場であり、設
立すること自体はゴールではありません。

○設立後も、総会だけを開催するのではなく、通知に示す協議事項の検討や勉強会・意見交換会を開催するな
ど、継続した活動をすることが重要です。

講演のテーマ例参加者の状況

・国や都道府県による制度解説

・住宅政策、福祉政策の歴史や社会的

背景等について、学識経験者による

基礎的な講義

・居住支援という言葉に初めて触れる参

加者が多い

・住宅と福祉が連携する必要性について、

参加者の認識が不十分

・先行する居住支援協議会の担当者

による取組み紹介

・居住支援協議会の活動や運営イメージを

知りたい

・居住支援協議会を設立するまでのプロ

セスや、課題の乗り越え方を知りたい

・各相談窓口での対応状況の紹介

・居住支援法人や福祉事業者の取組

み紹介

・行政職員が各相談窓口や民間団体の実

態や取組みを知らない

・地域の居住支援法人や福祉関係団体と

の連携を深めたい

・地域の不動産事業者による対応状

況の紹介

・福祉関係者が、不動産関係者の困りごと

等を知らない

・先進的に活動する不動産事業者に

よる講演

・福祉関係者から活用可能な福祉の

制度や相談窓口等の紹介

・不動産関係者が、福祉と連携するメリッ

トや連携方法を知らない

・先進的に取り組んでいる実務担当者

や専門職（法律関係等）による講演

・具体的に解決したい課題や検討したい仕

組みがある

どのような勉強会を開催するのが有効なのか？

居住支援協議会設立の手引きでは、参加者の状況に応じた講演テー
マを紹介しています。

また、勉強会だけでなく先進自治体や様々な関係者・団体等と意見交
換を開催することも重要です。

事例：協議会設立済み自治体を呼んだ意見交換会＜広島県＞

• 協議会設立を進める市町において意見交換会をセッティングす
る際に、当該市町内の各種関係団体に加え、協議会設立済
みの自治体職員を招きました。

• 意見交換会において協
議会設立済みの行政職
員は、協議会設立時の
経緯等について共有しま
した。

事例： 居住支援法人同士の意見交換＜静岡県＞

• 静岡県内で活動する居住支援法人の活動内容の把握や、法人同士
の情報交換等を目的に、県内小ブロック毎に意見交換会を実施しまし
た。

• ノウハウの共有をしたいという
要望や、市町と連携する上で
の悩みがわかりました。

出典：居住支援協議会設立の手引き（R7年３月）



居住支援協議会アンケート調査【協議会事務局の体制と役割】
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○事務局の体制としては、「官住」（住宅部局）が単独で担うところが最も多く（47協議会）、次いで、「官住-民間」
（住宅部局と民間の連携）が25協議会と続いている。

○事務局の役割としては、「会議開催の準備」（94.2%）が最も高く、「行政部局間の連絡調整」（91.7%）、「関係機
関・団体間の連絡・調整」（91.7%）と続いている。

※官住は住宅部局、官福は福祉部局、民間は社協・公社・居住支援法人等を指す。

事務局の役割事務局の体制

※共同事務局の場合は主となる事務局の役割にて集計
※複数回答可

合同事務局は、設立の手引きにおいても、実効
性と継続性のある協議会運営に有効な手法と
して紹介。

問 協議会事務局の役割を教えてください。（主） 回答数 ％

1 行政部局間の連絡・調整 110 91.7%

2 関係機関・団体間の連絡・調整 110 91.7%

3 会議開催の準備（会場手配、資料作成等） 113 94.2%

4 セミナー・研修会等の企画・運営 89 74.2%

5 広報活動（ホームページ運営、パンフレット作成等） 95 79.2%

6 新たな関係機関・団体との連携づくり 91 75.8%

7 住まいの相談窓口 80 66.7%

8 地域課題の把握等のための調査 62 51.7%

9 出納事務 72 60.0%

10 財源確保に係る調整 90 75.0%

11 その他、居住支援協議会が実施する事業の運営 93 77.5%

（ｎ＝120）

＜令和７年度国土交通省調査＞※2025年9月末時点で設立されている協議会が対象

（ｎ＝120）



記載事項の追加 について
目的

改正概要
○国が定める基本方針(※) の記載事項に、福祉サービスの提供体制の確保に関する事項を追加

⇒ 基本方針に基づき作成される都道府県（市町村）賃貸住宅供給促進計画の記載事項においても、
「賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者に対する日常生活を営むために必要な援助その他の福祉サービス
の提供体制の確保に関する事項」を追加

住宅と福祉の連携により、地域における総合的・包括的な居住支援体制の整備を推進する

都道府県
賃貸住宅

供給促進計画

福祉サービスに関す
る記載も追加！

計画策定による基準の強化・緩和

目的
改正概要 ・居住サポート住宅の規模・設備に係る基準の強化・緩和が可能

・専用賃貸住宅の戸数の基準の強化が可能

地域の住宅事情等に応じた柔軟な住宅セーフティネット施策の実施を可能とする

○ 供給促進計画において定める「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の目標」の対象に、居住サポート住宅
を追加

⇒ 住宅・福祉部局が連携し、地域における要配慮者のニーズ等をできるだけ具体的に把握した上で、できる限り定量的
な目標を設定することが望ましい（定性的な目標も可／「計画策定の手引き」も参考とされたい）

○ 各地方公共団体によって策定される賃貸住宅供給促進計画において、地域の事情等に応じて、住宅確保要配
慮者の追加等のほか、居住サポート住宅の規模及び設備に係る基準の強化・緩和、専用賃貸住宅の戸数の基
準の強化が可能

○ 計画の記載事項に「福祉サービスの提供体制の確保に関する事項」が追加（厚生労働省との共管）
○ 計画の策定・見直しは、各地方公共団体において適切なタイミングで着実に実施されることを想定

基本的な考え方

その他
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国土交通省と厚生労働省の共管賃貸住宅供給促進計画の策定・見直し



（１） 基本的な協議事項

① 住宅確保要配慮者や賃貸人等に対する「情報の提供」

・ 賃貸人や不動産事業者・団体が活用できる制度についての情報提供

・ 住宅確保要配慮者が入居可能な物件や関連サービスについての情報提供

② 民間賃貸住宅への入居及び福祉サービスの利用に関する住宅確保要配慮者からの相談に適切に対応するための「体制の整備」

・ 相談への対応状況を踏まえた、住まいの相談窓口のあり方（自立相談支援機関や住まい相談支援員の配置・活用等）

・ 相談に応じて連携・支援するための地域の関係者・団体等の役割分担

③ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給に関する施策と住宅確保要配慮者の生活の安定及び向上に関する施策との「連携の推進」

・ 今後の個別ケースへの対応や連携の方法（福祉との連携・ケース会議の実施等を含む）

・ 公的賃貸住宅の管理・活用や不動産事業者・団体と連携した物件確保の方法

（２） 発展的な協議事項

（３） 実効性のある協議会を維持するポイント

① 地域の実情を示す資料等を基に、具体的な課題を抽出し、これを順次、議題として協議したうえで、地域における具体的な措置・取組に繋げること、

② 地域の実情や課題に応じて、市区町村居住支援協議会の下に、部会・分科会・連絡協議会等を設置して、具体的な協議等を年単位で継続的に進めていくこと

※ 個別ケースの対応においては、様々な関係者・団体等がお互いの得意分野・専門分野を活かし、適切な役割分担により支援等を行うことが重要であり、

こうした仕組みの構築に努めるとともに、特定の主体のみが相談窓口や支援等の対応を任されることがないよう留意されたい。

居住支援協議会の「協議事項」について令和7年7月18日発出施行通知 別紙６（居住支援協議会）参照

国交省と
厚労省の連名通知

① 住宅確保要配慮者の居住ニーズに適切に対応するための

「住宅ストックの発掘・充実」

・公的賃貸住宅の活用（公営住宅の優先入居、地域対応活用等を含む）

・セーフティネット登録住宅や居住サポート住宅の供給拡大の方策

（改修費に係る補助の対象となる工事の検討）

・その他の地域の住宅ストックの発掘・拡大や民間賃貸住宅市場の活性化

・大家、管理会社などの不動産事業者・団体と支援者等のマッチング

・空き家の管理・活用に関する施策との連携

・サブリース物件の活用やシェルターの設置促進とその活用

② 住宅確保要配慮者の居住ニーズに適切に対応するための

「居住支援の取組みの拡大」

・ 住生活基本計画（住宅マスタープラン）、福祉関係の計画等との更なる連携

・ 生活困窮者自立支援制度における地域居住支援事業等の福祉関係事業の実施や居住支援

法人等の居住支援の担い手の発掘

・ 家賃債務保証・身元保証、緊急連絡先等を提供する仕組みの検討やこれらの担い手の発掘

・ 安否確認、見守り等の仕組みの検討やこれらの担い手の発掘

・ 円滑な残置物処理や死後事務委任の取組を推進する方法の検討

・ 地域の居場所（サードプレイス）のマッピングや整備

・ 居住支援に係る人材の育成・スキルアップの方策の検討
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（１） 基本的な協議事項

① 住宅確保要配慮者や賃貸人等に対する「情報の提供」

・ 賃貸人や不動産事業者・団体が活用できる制度についての情報提供

・ 住宅確保要配慮者が入居可能な物件や関連サービスについての情報提供

② 民間賃貸住宅への入居及び福祉サービスの利用に関する住宅確保要配慮者からの相談に適切に対応するための「体制の整備」

・ 相談への対応状況を踏まえた、住まいの相談窓口のあり方（自立相談支援機関や住まい相談支援員の配置・活用等）

・ 相談に応じて連携・支援するための地域の関係者・団体等の役割分担

③ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給に関する施策と住宅確保要配慮者の生活の安定及び向上に関する施策との「連携の推進」

・ 今後の個別ケースへの対応や連携の方法（福祉との連携・ケース会議の実施等を含む）

・ 公的賃貸住宅の管理・活用や不動産事業者・団体と連携した物件確保の方法

得意なことを活かし
みんなが助かる仕組みづくり

不動産事業者

居住支援法人
福祉関係団体

市区町村

司法書士

相互理解をしっかり深めている
と、入居前から入居中、退居時
まで切れ目のない支援体制を
整備するための議論（地域での
役割分担）が出来るようになり
ます。特定の機関や団体が抱
え込まないことが重要です。

設立中～設立後、まずは、「切れ目のない支援」の仕組づくりを検討
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（２） 発展的な協議事項

① 住宅確保要配慮者の居住ニーズに適切に対応するた
めの「住宅ストックの発掘・充実」

・公的賃貸住宅の活用（公営住宅の優先入居、地域対応活用等を含む）

・セーフティネット登録住宅や居住サポート住宅の供給拡大の方策

（改修費に係る補助の対象となる工事の検討）

・その他の地域の住宅ストックの発掘・拡大や民間賃貸住宅市場の活性化

・大家、管理会社などの不動産事業者・団体と支援者等のマッチング

・空き家の管理・活用に関する施策との連携

・サブリース物件の活用やシェルターの設置促進とその活用

資源と資源をマッチングし
新たな地域資源を開発

切れ目のない支援体制を整備
する中で、地域の課題や必要な
資源・政策が見えてきます。

例えば、公営住宅を活用した居
住サポート住宅やシェルターの
設置など、地域に必要な資源・
政策を協議会で議論することで
地域の居住支援体制整備につ
ながります。

公営住宅

目的外

居住支援
協議会

公営住宅

目的外

見守り

居住サポート住宅

居住支援法人

市区町村

地域の居住支援体制整備に必要な「資源・政策」づくりを検討
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４．居住支援協議会における発展的な取組み事例
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○ 地方公共団体の住宅部局及び福祉部局、不動産関係事業者・団体、福祉関係事業者・団体並びに居住支援法人等の地域の居住支援に関する社会資源の状況
等について情報収集し、庁内及び管内の各更生保護関係団体等と適宜共有すること。保護観察対象者等に対する居住支援の実施に当たっては、これら地域の
居住支援に関する社会資源の状況等も踏まえ、上記関係者・団体等と緊密に連携（関係者・団体等が参加する居住支援協議会との連携を含む。）して対応する
こと。

○ 上記関係者・団体等に対しては、住宅確保要配慮者である保護観察対象者等に関する情報について、当該保護観察対象者等が同意する限りにおいて、支援に
必要な範囲で提供するとともに、個人情報の取扱いについて、十分留意するよう求めること。 上記関係者・団体等からの求めがあれば、可能な範囲で更生保
護に係る相談対応・助言等を行っていくことも重要である。

通知：保護観察対象者等に対する居住支援の実施に係る住宅セーフティネット制度との連携等について

保護観察対象者等の社会復帰や再犯防止のためには、安定した住居や居場所の確保が不可欠
保護観察対象者等に対する居住支援の実施に当たっては、住宅セーフティネット制度との連携を図ることが重要

保護観察所長等におかれては、保護観察対象者等に対する居住支援の実施に係る住宅セーフティネット制度との連携等について、
下記事項を参照の上、適確かつ円滑な対応に努めるようお願いする

認定家賃債務保証業者について
○ 保護観察対象者等が民間賃貸住宅に入居する場合、賃貸人等と相談して認定家賃債務保

証業者を利用することも考えられるので、必要に応じ本制度について情報提供されたい。

住宅施策と福祉施策が連携した地域の居住支援体制の整備について
○ 地方公共団体による居住支援協議会の設置が努力義務とされ、住まいに関する相談窓口

から入居前・入居中・退居時の支援まで、住宅と福祉の関係者が連携した地域における総
合的・包括的な居住支援体制の整備が一層推進されているところ、居住支援協議会には
保護観察所や更生保護施設、地区保護司会の積極的な参画も期待される。

○ 保護観察対象者等への適切な支援と課題の解決を円滑に進めるため、地方公共団体をは
じめとした様々な関係者・団体等と相互理解を深めながら、必要な時に連絡・相談し、お互
いの得意分野・専門分野を活用できる関係の構築をお願いしたい。

全文はこちらを
ご参照ください

（令和７年12月２４日保護観察所長等あて法務省保護局更生保護振興課長・観察課長通知）（１．抜粋）

住宅セーフティネット制度について（総論）

居住サポート住宅について
○ 保護観察対象者等が、単身高齢者など安否確認、見守り、福祉サービスへのつなぎが必要と認められる要配慮者である場合には、その居住先として居住サポー

ト住宅を活用することも考えられる。必要に応じ、居住サポート住宅の活用等について助言等されたい。
○ その際、居住サポート住宅を提供する居住支援法人等に対し、当該対象者の保護観察等を実施する責任は保護観察所の長にあり、犯罪につながるような行動

があった場合等の必要な対応は保護観察所が行う旨をあらかじめ説明するとともに、入居後も支援における不安等の訴えがあった場合には、速やかに当該対
象者と面接するなどして、保護観察対象者等の受入れに係る不安や懸念事項に寄り添い、丁寧に対応すること。 なお、居住サポート住宅を提供する居住支援法
人等の要望等に応じて、保護観察や更生緊急保護の期間中だけでなく、その後も更生保護に関する地域援助を活用するなどして、伴走支援の柔軟かつ積極的
な実施を検討すること。

居住支援法人について
○ 居住支援法人の中には、保護観察対象者等を支援対象に含めているケースも想定されることから、保護観察対象者等に対する居住支援の実施に当たっては、

あらかじめこうした居住支援法人と相互に情報共有を図るとともに、上記の趣旨も踏まえた緊密な連携を図ることが望ましい。
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【活用イメージ】



都市再生機構（UR）等による居住支援

大規模なＵＲ団地や住宅供給公社団地が所在する地域は民間賃貸需要が高く、当該団地を含めた住宅確保要配慮者の居住支
援を図る必要。また、ＵＲ等は見守りや生活相談、子育て世帯の交流創出、外国人向けのマナー啓発等、住宅確保要配慮者の居
住支援の様々なノウハウを蓄積。⇒居住支援協議会にＵＲや住宅供給公社、公営・公社住宅の指定管理者の参画が有効。

UR賃貸住宅の政策的活用や情報提供等

○地方公共団体からの要請に基づいて、ＵＲ賃
貸住宅を活用した家賃補助付きセーフティネ
ット専用住宅の提供により、地方公共団体が
抱える住宅政策の課題に対応

⇒７の地方公共団体において計50戸を提供中
（R7.11末時点）

○UR賃貸住宅が医療福祉拠点化において取り
組んでいる高齢者等の見守り・生活相談や外
出・交流機会等の創出について、居住支援協議
会への加入等を通じて情報提供や意見交換等
を実施

⇒22の地方公共団体で居住支援協議会へ加入
（R7.11末時点）
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出典：都市再生機構 提供資料抜粋



居住支援と防災・災害対応 ー大分市佐賀関大規模火災における居住支援協議会の取組ー

〇 令和７年11月18日、大分市佐賀関で大規模火災が発生。被災者は、近隣の佐賀関市民センターに

避難した後、仮住まい先の確保にあたり、以下の問題を抱えていた。

・ 佐賀関地区にアパート等が少なく、仮住まい先となる賃貸型応急住宅（みなし仮設）等は、避難所

から車で30分程度離れた場所に位置。

・ 被災者の多くが単独高齢世帯等だったため、行きつけの病院や福祉サービスを受けられる環境

やコミュニティの確保が必要。

・ また、仮住まいへの入居に伴う内覧や契約手続等は、単独での対応が困難であり、補助者が必要。

○ 大分市の住宅部局は、災害対応に追われており、仮住まい先の斡旋等に十分な時間をかけること

困難であったため、大分県の住宅部局より大分市の居住支援協議会に対応の検討を依頼。

〇 これを受け、大分県・大分市の各居住支援協議会が連携を図り、被災者の仮住まい確保に向けた

支援を開始し、それぞれの被災者に応じた円滑な住まいの提供に繋げた。

○ 火災概要 ※消防庁資料より

・火災発生日 ： 令和７年11月18日(火)

・焼損棟数 ： 196棟（うち全焼167棟）

・焼損範囲 ： 約6.39ha（うち街区2.33ha）

・焼損床面積 : 12,563㎡

・人的被害 ： 死者１人、負傷者１人

・最大避難者 ：121世帯・180名

■ 概要

■ 支援実績

（１）各支援協議会の役割

○ 大分県居住支援協議会

大分県と不動産団体との災害協定に基づき、発災後、速やかに物件の抽出、

内覧時の移動支援、契約手続き等を実施

○ 大分市居住支援協議会

協議会に属する居住支援法人が、入居相談会に参画。

以下のマッチング支援を実施

・アセスメントシートを作成し、被災者の状況の聞き取り

（通院先、受けている福祉サービス、家族の所在やコミュニティなど）

・被災者の状況に応じた住宅の紹介

（２）協議会の実績

○ 入居相談会：12月３日より、９法人がのべ１１日参加

○ 相談対応：みなし仮設希望者28件中、同席を求められた２２件

○ 賃貸型応急住宅（みなし仮設）入居手続き支援：入居決定数16件のうち13件

不動産団体

居住支援協議会
（居住支援法人）

相談者
（被災者）

付き添い者
（ケアマネージャー）

市担当者
協議会の方が補足説明等してい
ただいたおかげで、聞き取りづ
らい内容も把握することができ、
ニーズに応じた物件の紹介等を
円滑に行うことができた。

体調面や持病・通院の状況をしっか
りと聞いていただき、そのうえで住
まい探しをお手伝いただくことがで
き、安心して委ねることができた。

＜現場の声＞

専門家が加わることで
相談窓口が重層化
できた（市担当者）

【避難所で開催された入居相談会の様子】

人数世帯数転居先

61名38世帯市営住宅

25名17世帯民間みなし仮設

25名20世帯自身で確保

20名19世帯施設・入院等

131名94世帯合 計

○ 被災者の仮住まい等状況 ※大分市資料より

（避難所は令和７年12月26日に閉鎖）

被災状況火災現場

大分県

大分市佐賀関
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複数自治体による居住支援協議会の設置

28
出典：篠栗町ホームページ



５．居住支援に関する最新トピック
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新たな住生活基本計画 「2050年の姿｣と「当面10年間の方向性」 （令和８年３月27日閣議決定）

当面10年間で取り組む施策の方向性2050年に目指す住生活の姿目標視点

高齢期の返済負担軽減が可能なローンの整備
居住サポート住宅･ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ住宅等の普及拡大

高齢期に適した円滑な住替え･ﾘﾌｫｰﾑの促進
高齢期に孤立せず安心できる住環境の充実

①人生100年時代を見据え、高齢者が孤立せず、
希望する住生活を実現できる環境整備

住
ま
う
ヒ
ト

こどもつながるURの実践と他団地等への展開
既成住宅地の相続住宅の市場を通じた流通

若年･子育て世帯向けの選択肢の充実
子育てしやすい居住環境･サービスの充実

②若年世帯や子育て世帯が希望する住まいを
確保できる社会の実現

総合的･包括的な居住支援体制の整備
居住サポート住宅･ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ住宅等の普及拡大(再掲) 

｢気付き｣と｢つなぎ｣の居住支援の定着
公的･民間賃貸住宅双方によるｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ機能充実

③住宅確保要配慮者が安心して暮らせる居住
環境・居住支援体制の整備

既成住宅地の相続住宅の市場を通じた流通(再掲)

頭金積立支援､住宅ローンの充実
安心して住宅を取得できる環境の整備
質の高い住宅の多世代間での継承

④過度な負担なく希望する住生活を実現でき
る環境整備

質向上加速化の支援(耐震､省エネ､ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ)
将来世代に継承する住宅ｽﾄｯｸの供給･流通の推進

更新･改修による住宅ｽﾄｯｸの質的向上
世帯人員減少に対応した住宅ｽﾄｯｸの充実

⑤多世代にわたり活用される住宅ストックの
形成

住
ま
う
モ
ノ

維持管理･流通の促進のための市場環境整備
性能･利用価値の査定評価法の普及

所有者による維持管理と次世代継承の定着
維持管理･利用価値を評価する市場へ転換

⑥住宅ストックの性能や利用価値が市場で適
正に評価され、循環するシステムの構築

空き家化する前の対策･活用･除却等の支援の充実
マンションの計画的な維持管理の推進

放置空き家等にしない適正管理の定着
マンションの適正管理､再生円滑化

⑦住宅の誕生から終末まで切れ目のない適切
な管理・再生・活用・除却の一体的推進

住宅･住宅地の継承に向けた規律と誘導の確立
移住･二地域居住等に資する環境整備の推進

市場機能を活用した持続可能な住宅地の形成
多様なﾗｲﾌｽﾀｲﾙ･交流を支える住環境の充実

⑧持続可能で多様なライフスタイルに対応可
能な住宅地の形成

耐震化･密集市街地の整備改善の促進
災害時に備えた関係機関の体制整備の推進

安全な住宅への改修･住替えの推進
災害時の住まい確保･生活再建の迅速化

⑨頻発･激甚化する災害に対応した安全な住環
境の整備

ﾋﾞｼﾞｮﾝの策定､所有者支援･DX･和の住まいの推進
ﾗｲﾌｻｲｸﾙｶｰﾎﾞﾝを意識した住生活産業の推進

安定供給の確保､所有者支援体制の充実
2050ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙに向けたﾗｲﾌｻｲｸﾙｶｰﾎﾞﾝ削減

⑩担い手の確保・育成や海外展開等を通じた
住生活産業の発展

住
ま
い
を
支
え
る

プ
レ
イ
ヤ
ー

住生活基本計画を通じた政策の推進･検証
地方住宅行政の役割や連携･協働のあり方の検討

国による市場の環境整備･誘導･補完の継続
地方の分野横断的な住宅行政の実現

⑪国と地方における住宅行政の役割の明確化
と推進体制の整備
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成果指標
○居住支援協議会を設立した市区町村の人口カバー率

【約４割（令和６） → ９割（令和１７）】

○高齢期の暮らしを支える住宅の供給数
【108万戸（令和５） → 150万戸（令和17）】
※サービス付き高齢者向け住宅、シルバーハウジング、

居住サポート住宅、有料老人ホーム等



居住支援協議会の必要性：障害当事者議員からの問題提起に基づく国会答弁

◇令和７年11月20日 参議院国土交通委員会 木村英子参議院議員（れいわ新選組）からの質疑 （速記メモ）

住宅確保についての行政の責任について大臣にお伺いします。
障害者の方の住宅確保の改善が遅れている大きな原因、それは各自治体に障害者の住宅に関する窓口がほとんどないということが問題になっています。

障害者は障害を理由として、入居拒否を受けることが多く、車いす利用者が家を探すときに、不動産屋・大家さんから言われることは、家の床などに傷をつける
とか、あるいは火事を起こされると困るといった理由から、貸してくれることところが少ない状況です。 そのため、家が見つかるまで何十件も、不動産屋を回ら
なければなりませんし、１年以上かけても実際住宅が見つからないという状況の方もいます。 親元や施設から独立して地域で暮らしたいと望む障害者の方が住
宅が見つからない状況ですので、自立を諦めざるを得ない人もいます。見つかるまで最後の砦としては、行政窓口に行きますけれども、その行政窓口に行って
も職員からは法律や制度がないから対応できないと門前払いされることが多い現状です。そういった国の掲げる地域移行とは全く逆ですし、本末転倒です。

障害の有無にかかわらず、住まいは国民の権利ですから、どんな障害があっても地域で当たり前に生活を望むことができるように住宅のバリアの解消を促
進するとともに、障害者の住宅確保における自治体の窓口の設置と斡旋などの制度を検討していただきたいと思います。その上で、居住支援体制の整備を具
体的に進めることが必要だと思います。住宅確保が困難な人たちに、最後の砦である行政の支援体制をつくることを検討していただきたいと思いますが、大臣
のご見解をお願いいたします。

31

○金子恭之国土交通大臣より、

・住まいに関する相談窓口については、地域における住宅施策と福祉施策が連携し

た、切れ目のない総合的・包括的な居住支援体制の整備が必要であり、

・また住宅セーフティネット法の改正により、地方公共団体による居住支援協議会の

設置促進等、住まいの相談窓口を含めた地域の居住支援体制の強化を進めている

旨を国会にて答弁。

○地域の住宅確保要配慮者からの住まいの相談が取りこぼされることのないよう、

改めて地域の居住支援体制の構築に取り組んでいただきたい。

2025年11月21日木村英子議員HPより



居住支援と空き家施策の親和性
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○国土交通省では、まだ空き家や相続について、頭の片隅にはあるものの、あまり関心を持てていない方や、
行動に移せていない方などに「きっかけ」づくりのため、｢空き家対策ニャビゲーターのあきにゃん｣が、我が家
や実家のこれからを考えてみようとゆるやかにエスコートするチラシや動画などを展開しています。

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/akiya-taisaku/index.html
国土交通省 空き家対策 特設サイト

基本知識を知りたい方向け

詳しく知りたい方向け

住宅確保要配慮者への物件提供に空き家を
活用したり、地域包括支援センターと連携して
所有者からの空き家相談を受ける居住支援法
人がいたり、居住支援×空き家は親和性の高
いものと言えます。



都道府県として居住支援の取組や対応を取りまとめ① 【東京都】

○ 東京都では、居住支援の現場での取組み（要配慮者の属性ごとの対応事例）や居住支援協議会の活動内容
（先進的な自治体の取組状況、支援体制、住宅部局と福祉部局の連携体制等）について、事例集として取りま
とめてホームページで公開するなど、行政・民間の双方向へ積極的に周知を行っています。
東京都HP：https://www.juutakuseisaku.metro.tokyo.lg.jp/safety_net/ha_council/brochure

出典：東京都居住支援協議会
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「住宅確保要配慮者への居住支援相談事例集」 「居住支援における住宅と福祉の効果的な連携施策に係る事例集」



都道府県として居住支援の取組や対応を取りまとめ② 【東京都】

○ 住宅確保要配慮者への居住支援相談事例集では、属性ごとの対応事例をQA方式で紹介するなど、現場の
声をしっかり拾い、居住支援の取組を明確化しています。

出典：東京都居住支援協議会

34

目が不自由だが自立して
暮らしたい 【視覚障害者】【高齢者】

視覚障害者の事例

相談者

対応

相談先

相談
内容

病気が原因で目が不自由な高齢者

ケースワーカーを介して居住支援法人へ相談

目が不自由な高齢者とその母の二人暮らしだったが、母が施設に
入居したため、現在の住居では家賃が高く、一人用の物件に転居
したい。本来であれば施設で暮らすのが一番安全だが、できれば
自立して暮らしていたい。目が不自由で高齢のため１階を希望

希望どおり、アパートの１階の部屋が見つかり転居。普段の生活に
ついては、居住支援法人の訪問サービス（定期または随時※有
料）を利用。担当者が月１回訪問し、郵便物や書類などの確認や
公共料金の支払いのチェックをしている。

対応した居住支援法人の担当者に聞く

事前の連携と見守りが成約への早道

Q 目が不自由な方だと日常的に支援が必要になります。
A 従来、ケアマネジャーはついていたものの、ホームヘルパーとは気が合

わず断っていたようで、その代わり、在宅薬剤師の人が様子を見に来てくれ
ていました。ところが転居したことでエリアが変わり、在宅薬剤師の方が来ら
れなくなってしまいました。その事で、郵便物などの書類確認や月々の支払
いなどが滞るなど、日常生活に支障がでる恐れがあるため、居住支援法人
が行っている月１回担当者がチェックをする訪問サービス（定期または随時）
を利用してもらうことにしました。

Q 日常生活の支援体制が重要ということですね。
A 当初は相談者の部屋探しを優先していたものの、実際には事前の連

携を優先しないと難しいです。事前に、様々な福祉サービスと繋げていれ
ば、日頃の悩み事などを相談できます。「なぜ転居が必要なのか」につい
て本人と話をした結果、転居しないでそのまま住み続けた方がいいという
事例もありました。

Q 「 転居しない」という選択も居住支援のあり方のひとつになります。
A また住み替えをする場合でも、事前に福祉サービスとの連携ができて

いれば、不動産会社や大家さんも安心して貸すことができます。そのうえ
で転居先が決まったら、連携している関係者で集まって、見守り等の対策
をあらためて話し合うようにしています。日頃からの見守りで、何らかの「変
化」があった場合に早く気づくことができます。その結果、どうしても一人で
暮らすのが難しいということになれば、在宅に見切りをつけて施設への入
居を勧めることも可能です。貸す側も借りる側も安心できる形をつくること
が、理想的な居住支援になります。



大阪府の取り組み（居住支援法人のネットワークづくり）

■設立趣旨
・「居住支援」は、単独の居住支援法人のみでの支援では限界があり、支援を行う上では、各法人の活動をつなぎ合わせることが重要。各居住支援法人が「だ

れと」、「どこで」、「どのような支援が可能か」といった「法人活動を見える化」するとともに、法人同士の横のつながりを促進することで、総合的・包括的な
居住支援の充実を図る

・さらに、地域単位で居住支援法人の会議体を構築し、市町村が居住支援協議会を設立する際の相談・調整先を明確化することで、市町村居住支援協議会の
設立を促進する

・各地域の居住支援法人を核とし、地域毎の居住支援ネットワーク体制の構築をすすめる。（R8年度は、府の委託事業として居住支援法人に委託発注予定）

■構 成
・「Osakaあんしん住まい推進協議会」の部会として、 「大阪府居住支援法人ネットワーク会議」を８つの地域（豊能支部、三島支部、北河内支部、大阪支部、

中河内支部、南河内支部、泉北支部、泉南支部）で設置。
・府の指定を受けた居住支援法人は、法人指定時に「Osakaあんしん住まい推進協議会」の居住サポート会員になることが定められており、府の指定を受けた

居住支援法人はいずれかの地域の居住支援ネットワーク支部に所属する。
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○ 居住支援法人の指定が全国最多という大阪府の特性を活かすため、居住支援法人がだれと、どこで、どん
な支援が可能かなど「居住支援法人の活動を見える化」し、法人同士の「横のつながり」を促進する場として、
府内８つの地域単位で「居住支援法人ネットワーク会議」を創設。



地方公共団体による居住支援関係補助の例

出典：東京都ホームページ
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東京都の実施する居住支援法人等応援事業（補助金）



地方公共団体等が創設する居住支援に活用できる支援メニュー
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○居住支援に活用できる様々な支援メニューの周知を図ったり、地域のニーズに応じた新たな支援制度を創設
する地方公共団体等も増えてきています。

北区では、お部屋探しサポート事業をはじめ、様々な支援内容をパン
フレットにまとめ周知を行っています。
また、新たに家賃債務保証支援事業を開始する予定もある。

事業内容

住宅確保要配慮者が民間賃貸住宅の賃貸借契約及び更新をする際に負担する家賃債務保
証料を助成する。

助 成 額 ： 新規契約及び更新時にかかる家賃債務保証料相当額⇒上限20,000円/戸
助成対象者： 高齢者世帯、障害者世帯、ひとり親世帯

※国土交通省に登録されている保証業者を利用した場合に限る。
※詳しくは、https://www.city.kita.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/009/456/youhairyosya.pdf

足立区社会福祉協議会では、「おひとりさま死後事務支援事業」とし
て、少額短期保険を利用し、逝去後の葬儀（ 直葬） 、納骨、生前未払

いとなった家賃等の債務支払い、家財処分、残った財産の遺贈などを
実施している。

利用できる方
足立区内に居住する40歳以上90歳未満の方、支援できる親族がいない方、
契約能力を有する方、生活保護を受給していない方、保険申込要件に該当する方

月額利用料： 3,000円～7,500円
その他費用： 契約時には、公正証書遺言、死後事務委任契約公正証書の作成費用

※詳しくは、
https://a.msip.securewg.jp/doc/docview/viewer/docNC0AB7899E3084f100ea70eb5037122695820b7c68e7be
21c65342d53fe6673f8af56f4833218



６．居住サポート住宅の登録の促進
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なぜ居住サポート住宅が必要？「地域の住宅ストックの現状」
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国土交通省と厚生労働省の共管

住宅確保要配慮者の入居先として検討されることが多

い公営住宅ですが、管理戸数は減少傾向にあり、応募倍

率は大都市圏を中心に高水準（全国平均3.6倍）となって

います。一方で全国的に見ると、公営住宅は築後30年以

上経過した住宅が全体の7割を占め、空き室も増加して

います。

さらに、建替え時期を迎える公営住宅も多いものの、今

後の住宅需要の見通しや自治体の財政状況等により、建

替えや大規模修繕等が円滑に進まず、管理戸数の維持や

居住環境の悪化等が大きな課題となっています。

このようなことから、公営住宅だけでは住宅確保要配慮

者の多様なニーズに対応できない状況になっています。

公的賃貸住宅の現状

公営住宅の老朽化

出典：令和6年住宅確保要配慮者に対する居住支援機能等のあり方に関する
中間とりまとめ住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関
する法律（住宅セーフティネット法）等の一部を改正する法律等について
（令和６年９月 国土交通省 住宅局）

民間賃貸住宅は、供給戸数は増加傾向にありますが、賃

貸用空き戸数は約４４４万戸（2023年時点）と築古物件

の大家負担が増加しています。

大家にとって空室は、賃貸経営における最大のリスクで

すが、一方で住宅確保要配慮者を入居については、一定

割合拒否感を有しており、その理由として、賃料滞納等の

「経済的リスク」、死亡時の解約/明渡し等の「法的リスク」、

近隣トラブル等の「人的リスク」があります。

公的賃貸と民間賃貸による一体的な住宅セーフティネッ

トを構築するためには、この３つのリスクを取り除くこと

が重要となります。

民間賃貸住宅の現状

不安が解消されるのであれば
「貸したい」

経済的リスク

法的リスク 人的リスク

原状回復

家賃滞納

残置物撤去 事故物件
解約手続き未了
時の解約・明渡し

死亡時の
解約・明渡し

認知症発症時の
対応

近隣トラブル



住宅ストックの現状・・・、「居住サポート住宅の可能性」
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国土交通省と厚生労働省の共管

居住サポート住宅で安心！４つの機能

地域の住宅ストックの現状は分かりました。公的賃貸は、維持が困難で減らさざる負えな
い、民間賃貸は、空き家が多いがリスクの解消が難しい・・・、では、どうすれば？

今回、新たに創設した居住サポート住宅は、４つの機能で大家と要配慮者双方の不安を
解消します。また、既存住宅ストックの活用により、空き家対策にもつながります！



居住サポート住宅の概要
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居住支援法人等※が大家と連携し、
①日常の安否確認、 ②訪問等による見守り
③生活・心身の状況が不安定化したときの福祉サービスへのつなぎ を行う住宅（居住サポート住宅）を創設

大家

連携

居住支援法人等

※ サポートを行う者は、社会福祉法人・NPO法人・管理会社等、
居住支援法人以外でも可能

日常のサポート

入居する要配慮者の生活や心身の
状況が不安定になったとき

③福祉サービス
につなぐ

要配慮者
①ICT等による

安否確認

②訪問等による見守り

つなぐ福祉サービス（例）

・自立相談
支援機関

・福祉事務所
・家計把握や意欲向上の支援
・就労支援、生活保護の利用

高齢者福祉
の相談窓口

・福祉事務所
・母子家庭等

就業・自立
支援センター

・母子・父子自立支援員
による相談、助言

・こどもの生活指導や

学習支援

・居宅介護、自立生活援助
・就労支援 等

障害者福祉
の相談窓口

・ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ、ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

※福祉の専門的な支援を必要とする場合は、要配慮者の

特性に応じて福祉サービスを実施する関係機関につなぐ

※課題が複雑など、つなぎ先の判断に迷う場合

自立相談支援機関にて受け止め

居住サポート住宅

・市区町村長（福祉事務所設置）
等が国土交通省・厚生労働省の
共同省令に基づき、計画を認定

・入居する要配慮者については認
定保証業者が家賃債務保証を原
則引受け

・入居者が生活保護受給者の場
合、住宅扶助費（家賃）について
代理納付を原則化

・改修費、家賃低廉化等の補助

供給体制等

手続

特例

支援

要配慮者の生活安定のため
住宅提供や福祉へのつなぎを

スムーズに行いたい

居住支援法人等が
サポートを行うことで
要配慮者に
住宅を供給

孤独死、残置物、家賃滞納、
近隣住民とのトラブル・・・、

いろいろと心配。
安心して空室を貸し出したい

国土交通省と厚生労働省の共管

高齢者

ひとり親

障害者

生活にお困りの方



居住サポートの
対価の負担方法

居住サポート住宅の運営と担い手

例② 大家がサポートを居住支援法人等に委託して実施

例③ 居住支援法人等がサブリースで実施

例① 大家と居住支援法人等が協同して実施
住宅提供：大家 サポート提供：大家（居住支援法人等に委託）住宅提供：大家 サポート提供：居住支援法人等

住宅提供：居住支援法人等 サポート提供：居住支援法人等
例④ 居住支援法人等が自己所有物件で実施

住宅提供：居住支援法人等 サポート提供：居住支援法人等

・ 入居者が負担
・ 大家が負担 等

○ 居住サポート住宅の運営は、類似の事例を参考とすると、住宅・サポートの提供の方法として以下のような
契約・体制が考えられる。

○ 居住サポートの対価は、サポートの提供を受ける入居者が負担する方法のほか、大家が負担する方法（サ
ブリース差額の一部を充てる場合を含む）、これらの組み合わせ等が考えられる。

・ 入居者が負担
・ マスターリースとサブリー

スの家賃差額により運営
（マスターリース家賃の引
き下げによる実質的な大
家負担を含む） 等

賃貸借契約

連携

大家 入居者

居住支援法人等

居住サポート

サポート
契約

サポート契約

賃貸借契約

大家 入居者

居住支援法人等

サポート
を委託 居住サポート

マスター
リース契約

大家※

入居者
居住支援
法人等

居住サポート対価
負担方法の例

・ 入居者が負担
・ 大家が負担（居住支

援法人等に委託料を
支払） 等

居住サポート対価
負担方法の例

居住サポート

サポート契約

賃貸借契約

大家

入居者
居住支援
法人等

居住サポート対価
負担方法の例

・ 入居者が負担
・ 大家（=居住支援法人

等）が負担 等

※主体や事業の方法は様々であり、これら以外の方法もあり得る運営モデル例

※公営住宅等の
活用も考えられる

管理業者
仲介業者

管理業者
仲介業者

管理業者
仲介業者

居住サポート

サポート契約

賃貸借契約
管理業者
仲介業者
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○ 都道府県・市区町村においては、各居住支援協議会等を通じ、居住サポート住宅の担い手となる居住支援法人について、
大家や不動産へ適切に周知することをお願いしたい。

【ポイント】



居住サポート住宅の都道府県別認定戸数（2026.5.11時点)

居住サポート住宅の認定戸数：261戸
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安否確認 ・方法：通信機器
・頻度：24時間に1回
・対価：０円～ 1,000円

見守り ・方法：訪問・ビデオ電話
・頻度：1ヶ月に1回以上
・対価：1,000円～2,000円

スキーム

○ 居住支援法人が大家からマスターリースした物件を、居住サポート住宅として住宅確保要配慮者へ転貸

○ 居住サポートの提供に加え、入居者同士が主体的に支え合い、助け合う暮らし方をNPOが後方支援

物件内容の例

所在地：鹿児島県鹿児島市 FLEX-STAY02
築年月：1990年
戸 数：13戸
面 積：20㎡
建物構造：鉄筋コンクリート造 ５階建て

サポート内容

サブリース契約

居住サポート

住宅確保要配慮者居住支援法人
（NPO法人
やどかりプラス)

大 家

家賃 家賃

マスターリース契約
サポート契約

居住支援法人によるサブリース物件の居住サポート住宅等への活用 実施事例＜鹿児島県 鹿児島市＞
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居住サポート住宅
計画の申請・認定

その他居住安定援助の提供の条件：
●居住安定援助の実施に協力すること ●居住安定援助業務の提供の対価を支払うこと
●必要な限度で入居者の個人情報を利用することに同意すること
●入居者の居室の合鍵を所持することを認めること
●安否確認において異常が発生した場合等当法人が必要と判断した場合において，当法人等が入居
者の居室に入室することを認めること

「やどかりライフ」※
○身寄りがないなど同様の境遇にある方々同士で支え合い、助
け合う“互助する暮らし方”
○自然と入居者同士による居住サポートの基盤ができあがって
きている
○ 一人一人の支援だけでなく、入居者同士のつながりと支え合
いを後方支援

入居者同士の互助

・親睦、交流活動

・市役所・銀行への同行

・通院支援、入退院支援

・買い物、掃除支援 等

入居者に
｢ヤドカリライフ｣※を提案

福祉サービスへのつなぎ ・対価：1,000円

利用システム（安否確認）

（SIM搭載IoT電球）

IoT機器による安否確認
訪問・ビデオ電話による見守り、相談



安否確認 ・方法：通信機器 等
・頻度：24時間に1回
・対価：1,100円

見守り ・方法：訪問・電話
・頻度：1ヶ月に1回
・対価：0円

福祉サービス
へのつなぎ ・対価：0円

スキーム

○ 大阪府営住宅の空き住戸を目的外使用し、枚方市認定の居住サポート住宅として住宅確保要配慮者へ転貸

○ みんなが安心して住まいを提供できる環境整備モデル事業を活用して運営

物件内容の例

所在地：大阪府枚方市 大阪府営牧野北住宅
築年月：1969年7月
戸 数：４戸(総戸数840戸)
面 積：49.21㎡～57.61㎡
建物構造：鉄筋コンクリート造 ５階建て

サポート内容

サブリース契約

居住サポート

住宅確保要配慮者
居住支援法人
(２者)

大阪府
（大家）

家賃
※公有財産使用規則により算出

家賃

目的外使用の申請・許可
サポート契約

居住サポート住宅等への公営住宅等ストックの活用 実施事例＜大阪府 枚方市＞
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枚方市

情報連携 居住サポート住宅
計画の申請・認定

その他居住安定援助の提供の条件：
面談の上サポート(人感センサーによる見守りと月1回以上の訪問または電話など)を受けること
を承諾の上、意思疎通ができること。

利用システム

機能：スマホ操作による安否確認、
エンディングノート

機能：電力メーターによる安否確認

機能：モーションセンサー
による安否確認

・公営住宅の空き住戸を目的外使用により、低廉な家賃で
物件を確保することができた。

・IoT活用による日々の安否確認と月１回の定期
訪問を実施。



安否確認 ・方法：モーションセンサー、電話 等
・頻度：24時間に1回
・対価：1,000円

見守り ・方法：訪問・電話
・頻度：1ヶ月に1回以上、随時
・対価：０円～2,000円

スキーム

○ 大牟田市営住宅の空き住戸を目的外使用し、居住サポート住宅として住宅確保要配慮者へ転貸

○ 家賃債務保証会社と連携し、安否確認を実施

物件内容の例

所在地：福岡県大牟田市 白銀団地
築年月：1990年
戸 数：1戸
面 積：51.20㎡～51.20㎡
建物構造：鉄筋コンクリート造 3階建て

サポート内容

サブリース契約

居住サポート

住宅確保要配慮者
居住支援法人
(大牟田ライフ

サポートセンター)
大牟田市
（大家）

家賃
※当該公営住宅の１分位家賃

家賃

目的外使用の申請・許可
サポート契約

居住サポート住宅等への公営住宅等ストックの活用 実施事例＜福岡県 大牟田市＞
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居住サポート住宅
計画の申請・認定

その他居住安定援助の提供の条件：
住宅確保要配慮者を対象。基本的には、行政（福祉・建築関係部局等）や社会福祉協議会、福祉施
設等公益的な団体からの依頼によるものとし、相談は支援者の同行を条件とする。また、入居後の
支援体制の構築のために、重層的支援体制整備事業により配置された相談支援包括化推進員の協力
が得られる者を対象とする。

・公営住宅の空き住戸を目的外使用により、低廉な家賃で
物件を確保することができた。

・家賃債務保証会社と連携し、モーションセンサーによる
日々の安否確認と月１回以上の電話、随時訪問を実施。

家賃債務保証会社
（ナップ）

情報連携

福祉サービス
へのつなぎ ・対価：0円

ﾓｰｼｮﾝｾﾝｻｰ見守り
付き保証契約

機能：モーションセンサー
による安否確認

利用システム

ﾓｰｼｮﾝｾﾝｻｰによる安否確認
電話・訪問による見守り、相談



居住サポート住宅等への公営住宅等ストックの活用について

○ 公営住宅等のストックを活用した居住サポート住宅等の供給を促進し、住宅セーフティネット制度の
実効性向上を図る観点から、予め公営住宅の目的外使用等を認めるものとして法令に明示する事業
に、居住サポート住宅やセーフティネット登録住宅に係る事業を追加する制度改正を実施。（※）

（※）公営住宅法第四十五条第一項の事業等を定める省令、地方住宅供給公社法施行規則第十三条を改正。

【対象となる事業：社会福祉を目的とする下記の事業で住宅として使用するもの】

追加現行

・住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業
（セーフティネット登録住宅）

・居住安定援助賃貸住宅事業
（居住サポート住宅）

・児童生活援助事業
・小規模住居型児童養育事業
・認知症対応型老人共同生活支援事業
・共同生活援助を行う事業

・ホームレス自立支援事業により就業した者
に対して生活上の支援を行う事業

・生活困窮者居住支援事業（シェルター事業）

・サービス付高齢者向け住宅事業

公
営
住
宅
・
公
社
住
宅※

※公社住宅については、上記のほか、学校や会社等が、所属する学生や従業員に対して寮・社宅等として使用させるために賃借することも可能。

ICT等による安否確認

要配慮者にサブリース※
訪問等による見守り等居住支援法人等

要配慮者
公営住宅ストック
を活用し供給

地方公共団体

【公営住宅を活用した居住サポート住宅供給のイメージ】

社会資本整備総合交付金や補助金により、
居住支援法人等が行う住戸の改修を支援

公営住宅の
目的外使用許可

（写真は
イメージ）

※居住支援法人等がサブリース等の実施に向けて行う検討・試行等のうち、モデル的取組に対しては、当該検討・試行費用等を補助 47



転貸借を前提とする公営住宅の地域対応活用（目的外使用）について

○ 多くの地方公共団体において、公営住宅法上の入居資格を満たさない子育て世帯や高齢者等の居住の安定を図るため、
公営住宅の空き住戸の活用が有効。
○ さらに、入居の申請手続に対する入居者の時間的・心理的負担の軽減や入居者に対する適切な福祉的支援の必要性
から、居住支援法人等が窓口となり個別の入居者に転貸を行うニーズが存在。

⇒ 転貸借を前提とする公営住宅の地域対応活用（目的外使用）が認められる要件を整理。

① 転貸人と転借人との間の利用契約等において、契約期間内の転貸人都合による契約解除が可能である旨を定めるなど、

公営住宅の本来の用途上の必要が生じた際の使用許可の取消しに支障が無いことが担保されていること

② 使用許可に当たって、使用の目的や、期間、地方公共団体が入居者を把握するための措置（例：転借人が特定又は変更され

た時点における地方公共団体への届出、報告、承認等）等の適切な条件が付されていること

③ 使用許可期間満了後に確実に住戸の明渡しを受けられるような措置が講じられていること（例：利用契約等の形式を定期建

物賃貸借とすることを使用許可の条件にする等）

上記を踏まえて、転貸借を含む公営住宅の目的外使用を進めることで、地域の様々なニーズに対応した取組への活用が可能

居住支援法人
等

自治体

定期建物賃貸借契約

公営住宅の住戸

住宅確保
要配慮者 等使用許可

使用料

使用許可申請

見守り・配食サービス

家賃

＜事業スキームの例＞

※詳細は、「転貸を前提とする公営住宅の目的外使用について」（令和７年６月30日付国住備第62号通知）を参照

転貸借を前提とする地域対応活用が認められる要件

【転貸人】 【転借人】
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「転貸を前提とする公営住宅の目的外使用について」（令和7年6月30日通知）に関連し、「公営住宅法の一部を改正する法律等
の運用について」（平成８年８月30日通知）第６ 二 ニ及びホ にて、社会福祉法人等への公営住宅の活用に係る使用料や社会福

祉法人等が被援護者から徴収する家賃相当額の設定の考え方について記載があるが、当該記載は公営住宅の使用を許可する
にあたり適切な運用等を図る上で付す条件等を例示したものであり、必ずしも当該記載を満たさなければ許可を認めないというこ
とではなく、「使用料」に関しても事業主体において総合的に判断して問題ないものである。

【ポイント】



セーフティネット住宅・居住サポート住宅の支援制度

誰もが安心して暮らせる住まいの確保に向けて、セーフティネット住宅・居住サポート住宅について、改修費、家賃
低廉化、家賃債務保証料等低廉化、住替えに係る支援を行うなど、住宅セーフティネット機能の強化を図る。

令和８年度当初予算：
公的賃貸住宅家賃対策補助（120.29億円）の内数、
スマートウェルネス住宅等推進事業（160.87億円）の内数、
社会資本整備総合交付金等の内数

＜支援メニューの概要＞

住替え費用に係る補助
家賃債務保証料等の
低廉化に係る補助

家賃低廉化に係る補助改修費に係る補助

居住支援法人、居住支援協議会等、
地方公共団体

家賃債務保証会社等、
地方公共団体

大家等、地方公共団体大家等、地方公共団体事業主体

＜対象世帯＞

原則:
月収15.8万円（収入分位25%）以下

子育て世帯、新婚世帯：

月収21.4万円（収入分位40%）以下

多子世帯：

月収25.9万円（収入分位50%）以下

＜補助対象＞

・災害リスクの高い区域等からの住替え
・低廉な家賃の住宅への住替え

のいずれかに該当する場合の住替え費
用

＜対象世帯＞

原則:
月収15.8万円（収入分位25%）以下

子育て世帯、新婚世帯：

月収21.4万円（収入分位40%）以下

多子世帯：

月収25.9万円（収入分位50%）以下

＜補助対象＞

家賃債務保証料、孤独死・残置物に係
る保険料等の低廉化

＜対象世帯＞

原則:
月収15.8万円（収入分位25%）以下

子育て世帯、新婚世帯：

月収21.4万円（収入分位40%）以下

多子世帯：

月収25.9万円（収入分位50%）以下

＜補助対象＞

家賃の低廉化

＜補助対象＞

・バリアフリー改修工事

・耐震改修工事

・子育て世帯対応改修工事

・防火・消火対策工事

・省エネルギー改修工事

・安否確認の設備工事

・防音・遮音工事 等

補助対象
等

国１／２＋ 地方１／２
５万円／戸

国１／２＋ 地方１／２
3.7万円／戸

国１／２＋ 地方１／２
2.5万円／戸・月

国１／３＋地方１／３
又は国１／３

６２万円／戸

補助率・
国費限度
額

（原則）

セーフティネット住宅

居住サポート住宅

セーフティネット住宅

居住サポート住宅

セーフティネット専用住宅

居住サポート住宅

（管理開始から原則１０年以内のも
の）

セーフティネット専用住宅

居住サポート住宅

（10年以上管理することが必要）

対象住宅
・主な要件
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【ポイント：居住サポート住宅も対象です！】
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セーフティネット登録住宅への補助を実施している自治体 （R７.8時点）

◎：社総交又は公的賃貸住宅家賃対策調整補助金による支援を実施 ○：都道府県から市区町村への補助を実施

債務保証料等
低廉化

家賃低廉化改修費市区町村都道府県

◎--札幌市

北海道
-◎-恵庭市
◎◎-音更町
-◎-本別町
◎◎◎花巻市岩手県
-◎◎大崎市宮城県
--○（県）

山形県

-◎-山形市
-◎-米沢市
◎◎◎鶴岡市
-◎-上山市
◎◎-南陽市
-◎-大石田町
--◎舟形町
◎◎-白鷹町
○○○（県）

福島県

-◎-福島市
◎◎-会津若松市
◎◎-郡山市
◎◎-いわき市
-◎西郷村
◎◎◎石川町
◎◎-宇都宮市

栃木県 -◎-栃木市
◎◎下野市
--◎前橋市群馬県
◎--さいたま市埼玉県
◎--千葉市

千葉県 -◎-船橋市
◎◎-市原市
○○○（都）

東京都

-◎-中央区
◎◎◎墨田区
-◎-品川区
-◎-世田谷区
-◎-渋谷区
--◎中野区
-◎-杉並区
◎◎◎豊島区
-◎◎北区
-◎◎荒川区
-◎-練馬区
-◎-足立区
-◎◎葛飾区

債務保証料等
低廉化

家賃低廉化改修費市区町村都道府県

◎◎◎八王子市
東京都

-◎◎西東京市

◎--府中市

◎◎-横浜市神奈川県

◎◎-三条市新潟県

-◎-飯島町長野県

-◎-長泉町静岡県

◎◎◎名古屋市愛知県

-◎-京都市
京都府

--◎宇治市

○○〇（県）

兵庫県
◎--神戸市

-◎-姫路市

-◎-神河町

--◎和歌山市和歌山県
-◎-橋本市

○○○（県）

鳥取県

◎◎◎鳥取市

◎◎-米子市

◎◎◎倉吉市

◎◎-境港市

◎◎-南部町

--◎松江市島根県

-◎-倉敷市岡山県

--◎高知市高知県

◎◎-北九州市
福岡県

◎◎◎福岡市

-○◎（県）熊本県

--○（県）

鹿児島県
-◎◎薩摩川内市

--◎南さつま市

--◎徳之島町

-○-（県）

沖縄県

--◎那覇市

-◎-豊見城市

-◎-宮古島市

-◎-北谷町

3464
33計

69

令和７年度

※国土交通省アンケート調査（令和７年８月時点）に基づく

＜令和７年度に補助を実施する自治体＞

■改修費補助：３３自治体 ■家賃低廉化等補助６９自治体 〔家賃低廉化：６４自治体、家賃債務保証等低廉化：３４自治体〕



居住サポート住宅の供給促進
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国土交通省と厚生労働省の共管

＼＼居住サポート住宅情報提供システム／／ ＼＼居住サポート住宅リーフレットも展開中／／

【大家さん・事業者向け】 【一般向け】

居住サポート住宅 公式ロゴマークの
名称が「きょじゅまる」に決まりました！

※その他（改正SN法・認定家賃債務保証・終身建物賃貸借）も国交省HPで公開中
（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk7_000054.html）

※居住サポート住宅情報提供システムはこちらから↓
（ https://support-jutaku.mlit.go.jp/guest/index.php ）



住宅セーフティネット制度の周知・普及
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リーフレット

【改正法概要】 【居住サポート住宅】 【認定家賃債務保証】 【終身建物賃貸借】

政府広報オンライン お役立ち記事 政府広報オンライン「杉浦太陽・村上佳菜子
日曜まなびより（TOKYO FM）」

政府広報オンライン お役立ち記事（用語解説）
認定家賃債務保証／終身建物賃貸借／居住サポート住宅／居住支援協議会

※各種リーフレットのDLや政府広報オンラインのリンク先はこちらから↓
（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk7_000054.html）



1.保証料

２年間の保証の場合、月額家賃の３５％

2.保証の対象、保証限度額

① 滞納家賃(共益費・管理費を含む)…月額家賃の12ヵ月分

② 原状回復費用および訴訟費用 …月額家賃の9ヶ月分

3.主な審査内容等（居住サポート住宅は原則引受）

① 収 入 基 準 …家賃負担割合が収入の1/2以内

（例：月額家賃5万円の場合、月収10万円以上）

もしくは、月額家賃の100倍以上の預貯金

（例：月額家賃5万円の場合、500万円以上）

② 緊急連絡先の有無…親族や友人・知人、居住支援法人をはじ

めとした法人でも緊急連絡先となれます

③ 連 帯 保 証 人 … 不要

④ 年 齢 上 限 … 申込みにあたり、年齢の上限はありません

4.その他

・事前に家主、不動産事業者と保証に係る契約締結が必要です

・審査に要する時間は、概ね30分～1時間で回答可能です

一般財団法人高齢者住宅財団が提供する家賃債務保証サービス

○滞納家賃等の異常リスクが発生した場合にも担保できるよう高齢者居住安定基金（国の基金）を活用。

○保証料が比較的安価、かつ審査通過率は99％以上の住宅確保要配慮者向けの保証サービス。

（保証対象世帯） （保証サービスの詳細）

高齢者住宅財団 53



７．居住支援に活用できる各種制度
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国の支援【国土交通省関係】

居住支援法人が活用可能な国の支援・市区町村等の事業

居住支援協議会等活動支援事業

支援対象者：生活困窮者/生活保護受給者

地域居住支援事業（生活困窮者自立支援制度）/
被保護者地域居住支援事業（生活保護制度）

支援対象者：高齢者

支援対象者：障害者

・家探しにおける不動産店・内覧の同行
・入居中の見守りなど

・入居前支援（相談窓口の開設や不動産店・内覧の同行等）
・入居中支援（見守りや生活相談、緊急時対応等）
・死亡・退居時支援（家財遺品整理や処分、死後事務委任等）

市区町村等からの委託等により、活用可能な事業【厚生労働省関係】

高齢者の安心な住まいの確保に資する事業（介護保険法に基づく地域支援事業）

・住宅情報の提供・相談・入居支援
・相談援助や見守りなど

住宅入居等支援事業（障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業）
・入居契約支援、家主との相談
・サポート体制の調整

居住支援法人の立上げ等の支援として補
助します。活動内容や実績に応じて、予
算の範囲で補助額を決定します。

。

支援対象者：生活困窮者等

自立相談支援事業（生活困窮者自立支援制度）

市区町村等がこれ
らの事業を実施す
る場合は、居住支
援法人がその委託
を受けて、このよ
うな活動を行うこ
とも可能です。

詳細は市区町村等
におたずねくださ
い。

・住まいに関する相談対応など
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みんなが安心して住まいを提供できる環境整備モデル事業
・居住支援法人、家賃債務保証業者、保険業者、賃貸人等が連携して

居住サポート住宅等を提供する取組の検討、試行、普及・広報に要する費用

先導的な取組への支援として補助
します。提案内容に応じて、予算
の範囲で補助額を決定します。

〇 従来より国は居住支援法人の立上げ等を支援しており、令和８年度は先導的な取組についてモデル事業を実施する。また、市区
町村等が実施する居住支援に関する事業を活用することも可能である。なお、多くの居住支援法人は不動産や福祉などの事業の一
環として居住支援を行っており、その提供にあたって利用者・入居者から利用料等を受け取っていることも多い。



居住支援協議会等活動支援事業（令和８年度当初）

住宅セーフティネット法に基づく居住支援協議会(都道府県・市区町村
居住支援協議会、居住支援協議会設立準備会)、居住支援法人 等

事業
主体

定額 （国10/10）補助率

・都道府県居住支援協議会 ・・・上限5,000千円

・市区町村居住支援協議会 ・・・上限5,000千円

・居住支援協議会設立準備会 ・・・上限3,500千円

・居住支援法人 ・・・上限7,000千円

(スタートアップ加算該当の場合は上限7,500千円)

補助限度額

１. 市区町村居住支援協議会立ち上げ支援

２. 地域における総合的・包括的な居住支援体制の整備

３. 居住支援協議会設立に向けた準備に係る取組

４. 入居前支援（相談窓口の開設や不動産店・内覧の同行等）

５. 入居中支援（見守りや生活相談、緊急時対応等）

６. 地方公共団体等との連携（居住サポート住宅の供給促進 等） 等

補助対象

事業

１. 「居住支援法人」の指定

２. 「居住支援法人」であること等の公表（HP・SNS）

３. 地方公共団体等との居住支援に関する一定の連携

４. 事業報告書及び収支決算書等の添付

５. 居住支援研修会（国土交通省主催）への参加

補助要件

(法人)

令和８年度当初予算 ：10.81億円
令和７年度補正予算 ：2.20億円

居住支援協議会

居住支援法人
・ 都道府県が、NPO法人、一般社団法人、一般財団法人（公益社団法人・財団法人を含む）、社会福祉法人、

居住支援を目的とする株式会社等 を指定

・ 指定数；1,１67 法人（全都道府県合計）が指定（R８.３.3１時点）

・ 地方公共団体、不動産関係団体、居住支援法人等が連携して協議会を設立

・ 設立状況；184協議会（全都道府県・1４9市区町）が設立（R８.３.3１時点）
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都道府県・市区町村
（住宅部局、福祉部局）

不動産関係団体
（宅建業者、賃貸住宅
管理業者、家主等）

居住支援法人
社会福祉協議会
福祉関係団体

居住支援協議会

生活困窮者自立支援法に基づく支援会議、地域ケア会議（高齢者）、
自立支援協議会（障害者）、社会福祉法に基づく支援会議、

地域住宅協議会（公的賃貸住宅）

連携

○居住支援協議会、居住支援法人等が行う、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居の円滑化に関する活動
等に係る事業の立上げ等に対して、予算の範囲において、当該事業の実施に要する費用の一部を支援

（事業期間 令和６年度～令和１０年度）

居住支援協議会等活動支援事業の概要

一定の連携の具体例
①地方公共団体等と居住支援に関する業務委託契約や協定・覚書を締結
②居住支援に関するセミナーや相談会等を、地方公共団体等と共同で開催、又は

地方公共団体等や自法人の主催に対し互いが主催側（講師・相談員等）として参加
③地方公共団体等との居住支援に関する会議・意見交換会・ケース会議等の実施
※地方公共団体等（都道府県協議会、市区町村協議会、設立準備会、協議会傘下の部会、

地方公共団体及び都道府県・市区町村協議会から委託された窓口等を含む。）



令和８年度当初予算：
スマートウェルネス住宅等推進事業（16０.８７億円）の内数

誰もが安心して暮らせる住まいの確保に向けて、居住支援法人、家賃債務保証業者、保険業者、賃貸人等が連携

して実施する、見守りなどを行う住宅（居住サポート住宅など）等を供給する賃貸人等の不安感の軽減に資する

先導的な取組に対して支援を行う。

【多主体連携型】
居住支援法人、家賃債務保証業者、保険業者、賃貸人等
【サブリース型】

居住支援法人等

事業主体

事業を実施するための検討、試行、普及・広報に要する費用補助対象

定額補助率

１事業あたり300万円／年補助限度額

【共通】
・学識経験者等の意見を踏まえた上で、先導的な事業として選
定した事業であること

・補助事業の成果に関する情報公開を行うものであり、国への
情報提供に協力すること

・居住支援協議会への参加等地方公共団体との一定の連携が
図られていること
【多主体連携型】
・複数の事業者・団体が連携して事業を実施すること
【サブリース型】
・居住サポート住宅への登録が行われるものであること
・サブリース又は買取りによりセーフティネット専用住宅又は
見守りなどを行う住宅（居住サポート住宅など）等を提供す
る居住支援法人等が事業を実施すること

補助要件

最大３年間支援期間

令和６年度～令和８年度
（令和８年度までに着手する事業を対象とし、最大３年間支援する。）

事業期間

住宅確保
要配慮者

賃貸人

居住支援
法人

家賃債務保
証業者

【多主体連携型】のイメージ

連携

連携 連携

終身建物賃貸借契約

家賃債務保証 見守りなど

３者が連携することにより互いの不安感を軽減し、
安心してサービス等を提供することが可能

見守りなどを行う住宅

【サブリース型】のイメージ

居住
支援
法人

住宅確保
要配慮者

賃貸
人

マスターリース
契約

サブリース
契約

見守りなどの
入居中支援

法人が管理業務に加えて見守り等を行うことにより
賃貸人は安心して住宅を貸すことが可能

みんなが安心して住まいを提供できる環境整備モデル事業
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人生100年時代を支える住まい環境整備モデル事業

人生100年時代において、ライフステージに応じて変化する居住ニーズに対応して、高齢者、障害者、子育て
世帯など誰もが安心して健康に暮らせる住環境の整備を促進するため、モデル的な取組に対して支援を行う。

高齢者・障害者・子育て世帯等の居住の安定確保及び健康の維持・増進に資する事業を公募し、
先導性が認められた事業の実施について、その費用の一部を支援するもの

【補助内容】

補助率 ： 建設工事費（建設・取得）1/10、 改修工事費2/3、 技術の検証費2/3 等
上限額 ： ３億円／案件 （①課題設定型・②事業者提案型・④子育て住宅型・⑤子育て公営住宅型）

５００万円／案件 （③事業育成型）

【期限】 令和６年度~令和１０年度

概 要

②事業者提案型

③事業育成型

設定された事業テーマに応じた先導的な取組への支援を行う事業

事業者が事業テーマを提案して行う先導的な取組への支援を行う事業

上記①②の事業化に向けた、調査・検討を支援する事業

①課題設定型

○新たな技術やシステムの導入に資するものであること、多様な世帯の互助や交流の促進に資するものであること
又は子育て世帯向け住宅等の住まい環境整備を行うものであること

○住宅・建築物の新築を行う場合は、原則として省エネ基準に適合すること

○住宅の整備を行う場合は、住宅以外の機能の整備（シェアハウス等における住宅内の共同空間の整備を含む。）をあわせて行うものであること

事業内容

＜事業テーマ（イメージ）＞
１.「居住サポート住宅」を普及・推進するためのモデルになる住環境整備
２.住宅確保要配慮者が円滑に入居できる仕組みを備えた住環境整備

３.既存建築ストックを活用した住宅確保要配慮者への住環境整備

４.見守り・安否確認等のＤＸ化を伴う住環境整備
５.住宅確保要配慮者の居住の安定を図るための住環境整備

事業の流れ

【事業①～⑤共通の補助要件】

※土砂災害特別警戒区域及び災害危険区域（急傾斜地崩壊危険区域若しくは地すべり防止区域と重複する区域に限る）における住宅の新築は、原則、補助対象外

※「立地適正化計画区域内の居住誘導区域外」かつ「災害レッドゾーン内」で建設された住宅のうち、３戸以上のもので、都市再生特別措置法に基づく市町村長の勧告に従わなかった旨の公表にかかるものは、
原則、補助対象外
※以下の（ⅰ）かつ（ⅱ）に該当する区域に立地している住宅の新築は、原則、補助対象外

（ⅰ）市街化調整区域
（ⅱ）土砂災害警戒区域又は浸水想定区域 （洪水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域における浸水想定高さ３ｍ以上の区域に限る）

※評価委員会が定めた要件への適合を評価事務局が審査

④子育て住宅型※

⑤子育て公営住宅型※

子育て世帯への住環境の提供と、見守りや自立支援を併せて実施する取組への支援を行う事業

公営住宅ストックを活用し、子どもを産み育てやすい環境を整備する取組への支援を行う事業

公募・提案

評価委員会

事業採択

交付手続

事業実施

検証・フォローアップ
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令和８年度当初予算：
スマートウェルネス住宅等推進事業（16０.８７億円）の内数



活用実績

寄 附 額 ： 631.4億円 （R6実績・前年比34％増）

寄 附 企 業 ： 8,464社 （R6実績・前年比10%増）

計画策定自治体 ： 1,613団体 （R8.4.1時点）

＜制度詳細＞ 内閣府地方創生推進事務局 企業版ふるさと納税ポータルサイト（https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/kigyou_furusato.html）

例）1,000万円寄附すると、最大約900万円の法人関係税が軽減！

寄附企業への経済的な見返りは禁止(※)

本社が所在する地方公共団体への寄附は対象外
10万円以上の寄附が対象

※ 地方公共団体のHP・広報誌等による寄附企業名の紹介や、
公正なプロセスを経た地方公共団体との契約等は可能（Q&A等参照）

企業のメリット

社会貢献を通じたイメージアップ（企業としてのPR効果）
地域資源を生かした新しい事業の展開 等

自治体のメリット

民間資金を活用した地方創生の取組の活性化
官民連携による企業とのパートナーシップの構築 等

地方創生の充実強化に向け、民の力を活用し、地方への資金の流れを生み出す目的で創設（H28年度～）
地方創生の取組に対して企業が寄附した場合、法人関係税を税額控除（最大約９割の軽減効果）
※地方公共団体が地方版総合戦略を基に地域再生計画を策定する必要あり

企業の人材を地方公共団体等に派遣し、人件費分の寄附を合わせて行うことで「人材派遣型」としても活用可能

企業負担
約１割税額控除 最大６割損金算入 約３割

ポイント

＜税額控除について＞

法人住民税：寄附額の４割を税額控除（法人住民税法人税割額の20％が上限）

法 人 税：法人住民税で４割に達しない場合、その残額を税額控除
ただし、寄附額の１割を限度（法人税額の５％が上限）

法人事業税：寄附額の２割を税額控除（法人事業税額の20％が上限）

＜対象外団体について＞

東京都及び市区町村のうち地方交付税の不交付団体で三大都市圏の
既成市街地等に所在する市区町村は本制度の対象外

援農ボランティアーツアーの実施
（青森県弘前市）

ロケット発射場や滑走路の整備など
航空宇宙産業の推進（北海道大樹町）

寄 附 額

通常の寄附 企業版ふるさと納税

【参考】企業版ふるさと納税の活用
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自立相談支援事業

生活困窮者・生活困窮者の家族その他の関係者

対象者

• 制度の入り口として相談に応じ、就労や住まいの課題をはじめとする様々な課題を評価・分析（アセスメント）し
てその状態にあった自立支援計画（プラン）を作成し、必要な支援の提供につなげる。

• 関係機関とのネットワークづくりと地域に不足する社会資源の開発等を行う。

支援の概要

• 生活保護に至る前の段階から早期に支援を行うことにより、より早く生活困窮状態から抜け出すことができる。
• 地域における相談支援機能や居場所等を充実させることができる。

期待される効果

必須事業

生活困窮者自立
支援法に
基づく支援
（住居確保
給付金等）

お金が
ない…

家が
ない…

仕事が
ない…

生活困窮者

誰に相談すれば
いいのか
分からない…

これから
どうやって
生活しよう…

自立相談支援機関

来所

訪問

総合的な
アセスメント

相談を受け、
困りごとを整理

支援プラン
作成・実行

同行支援、
他機関の紹介等

モニタリング
・プラン評価

プラン振返りと
課題整理

(プラン見直し)

生活困窮状態
からの脱却

連携・活用
ハローワークや
法テラス等
他制度の支援

民生委員の見守り、
フードバンクによる
食料の提供など
民間の支援

主任相談支援員
就労支援員
相談支援員
を配置※

【実績等】・904自治体1,368か所（R8）
・新規相談受付件数302,828件（R6）
・プラン作成件数89,492件（R6）

※上記支援員のほか、住まい相談支援員を配置することも可能。



居住支援事業 (シェルター事業、地域居住支援事業)

【実績】
・シェルター：372自治体(41％)(R7)、利用3,081件(R6)
・地域居住:98自治体 (11％)(R7）、利用1,926件(R6)

• シェルター事業 ：路上生活者や、終夜営業店舗等にいる一定の住居を持たない不安定居住者

• 地域居住支援事業：シェルター退所者や居住に困難を抱える、地域社会から孤立した状態にある低所得者

対象者

• シェルター事業：利用している間に、住居の確保や就労に向けた資金の貯蓄等が実現し自立が可能になる。
• 地域居住支援事業：社会的孤立を防止するとともに、地域において自立した日常生活を継続できるようになる。

期待される効果

努力義務

支援の概要

路上、河川敷、
ネットカフェ、サウナ、

友人宅に寝泊まりしている…

賃貸住宅への入居を断られた、
地域での一人暮らしが不安…

シェルター事業
＜当面の日常生活支援＞

・宿泊場所や食事の提供
・衣類等の日用品を支給 等

※自立相談支援機関と連携し、住居の確保や
就労に向けた支援等も実施。

※緊急一時的な支援が必要な生活困窮者に対
する一時的な支援・支援先・受入れ先の
調整等の実施も可。

地域居住支援事業
＜入居支援・地域での見守り支援＞

①入居に当たっての支援
・不動産業者等への同行支援
・保証人や緊急連絡先が不要な物件、低廉な家賃の物件情報の収集

②居住を安定して継続するための支援
・訪問等による居宅における見守り支援

③環境整備
・地域とのつながり促進支援
・協力を得やすい不動産事業者等とのネットワーク構築 等

※支援期間は原則１年間。

（対象者の状態に応じて柔軟に延長可能）

※地域居住支援事業のみの実施も可能



被保護者地域居住支援事業 （ 生 活 保 護 法 第 5 5 条 の 1 0 第 ４ 号 ）

基本的事項（目的）

本事業は、居住の安定を図るための支援が必要な者に対し、一定の期間
にわたり、訪問による必要な情報の提供及び助言等、現在の住居におい
て日常生活を営むために必要な支援を行うことを目的とする。

• 適切な法人に外部委託可
• 居住支援協議会が設置されている場合は当該協議会に
参加

• 多様で複雑な課題を抱える者への支援に関し、調整会
議において他機関が連携して対応する場合に財政支援

• 著しく狭隘で設備が十分でない劣悪な環境や不必要な
サービスを強要しているなど不適切な事案を把握した
際には、福祉事務所と連携して対応

○ 居住の安定を図るための支援が必要な被保護者に対し、定期的な戸別訪問による必要な情報の提供及び助言等
現在の住居において日常生活を営むために必要な支援を行う事業

・実施主体 都道府県、市、福祉事務所設置町村（外部委託可能）

62

対象者

支援が必要と福祉事務所が認めた者（本人同意が必要）

支援期間

一年間（福祉事務所判断で延長可）

職員配置

居住支援員を配置（兼務可）

日常生活上の相談支援業務又は不動産関連業務従事
経験者など、事業を適切に実施出来る者

• 以下の①～④の事業（支援）を実施（①②のいずれか又は双方。③④は任意）
• 支援に当たってはケースワーカーと連携することとし、支援内容は個々
の被保護者に係る「援助方針」を踏まえたものとする

事業（支援）内容

その他

①居住支援

日常生活上の金銭の適切な管理、公共料金等支払支援、通帳、印鑑
等の重要書類等の保管管理 など

②金銭管理支援

③地域社会との交流支援
④その他居住安定のために必要な支援

ア 入居等に当たっての支援
入居・転居先の候補物件や関連する生活支援サービスに関する情報
提供、契約手続き支援 など

イ 居住を安定して継続するための支援
定期的な戸別訪問等による見守り、生活支援
訪問時に食事・洗濯・掃除・ゴミ出しや公共料金の支払い状況の確認等を通じて、
居宅生活を送る上での課題把握するとともに、必要な相談・助言を行う

令和７年４月１日施行



高齢者の安心な住まいの確保に資する事業（介護保険制度における地域支援事業）

市町村は、居住支援協議会や居住支援法人等の仕組
みを積極的に活用し、地域の実情に応じて以下の事業
を行う。
なお、事業実施にあたり、福祉施策に限らず、住宅
施策やまちづくり施策、既存の相談支援窓口、地域の
ネットワーク、地域資源や民間活力も活かしながら、
事業を実施いただくことを想定。

（１）総合的・包括的な「住まい支援」の実施
ア 入居前から入居後、退居時まで対応する総合的な相談支援
の実施
・住宅情報の提供、入居相談の実施
・必要な支援のコーディネートの実施
・入居後の見守り等生活支援の実施 等

イ 住まい支援に必要な地域資源の情報収集や開発
・高齢者の入居を拒まない住宅や不動産事業者等の調査
・居住支援協議会の運営 等

ウ 住宅関係者と福祉関係者が連携した住まい支援体制の構築
・住まい支援に関する各種制度や地域の取組・資源を活
用した総合的・包括的な地域連携・協働のネットワー
クの構築 等

（２）生活援助員の派遣事業
高齢者が多数居住する集合住宅等の入居者を対象に、日常生
活上の生活相談・指導、安否確認、緊急時の対応や一時的な
家事援助等を行う生活援助員を派遣する。

支援の内容

○ 高齢者の安心な住まいの確保と入居後の生活の安定を図る観点から、高齢者が民間賃貸住宅等に円滑に入居し安心して生活ができるよ
う、不動産関係団体や地域の関係者、住宅部局・福祉関係部局等が連携して、入居前から入居中、退居時に至るまでの総合的な支援等の
実施や、シルバーハウジング等の高齢者が多数居住する集合住宅の入居者を対象に生活援助員の派遣を行う。

○ 令和６年に改正住宅セーフティネット法が成立したことを踏まえ、取組の具体的な例示や居住支援法人等への事業委託が可能である旨
を明確化するなどの実施要綱の見直しを行い、総合的・包括的な住まい支援の推進を図る。

家主

地域住民

病院

空き家・空き
部屋の活用

地
域
連
携
・
協
働
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

団地

戸建て

地域ごとに互助
（互いの見守り）

相談援助や見守り

社会福祉法人
・NPO法人等

①住まいの確保支援

事業提供主体
（社会福祉法人・
NPO法人等）

地域包括支援センター

福祉事務所

住宅情報の提供・
相談・入居支援

地域支援
の拠点

②生活支援

（事業のイメージ）

低所得・低資産、家族が
いない、社会的なつなが
りによる支援が乏しい、
心身の状況の低下により、
居住の継続が困難等

不動産仲介業者

高齢者

対象者

※居住支援法人など、事業運営が適切に実施できる団体に委託可市町村

実施主体

概要
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【事業概要（地域生活支援事業）】
賃貸契約による一般住宅（※）への入居を希望しているが、保証人がいない等の理由により入居が困難な障害者等に
対し、入居に必要な調整等に係る支援を行うとともに、家主等への相談・助言を通じて障害者等の地域生活を支援する。
※「一般住宅」とは、公営住宅及び民間の賃貸住宅（アパート、マンション、一戸建て）のことをいう。

【実施主体】
市町村（共同実施も可能）（指定相談支援事業者等へ委託することができる。）

【対象者】
障害者等であって、賃貸契約による一般住宅への入居を希望しているが、保証人がいない等の理由により入居が
困難な者。
ただし、原則として、現に障害者支援施設や精神科病院に入院している精神障害者に係るものは除く。

【事業の具体的内容】
賃貸契約による一般住宅への入居に当たって支援が必要な障害者について、不動産業者に対する一般住宅のあっせん

依頼、障害者と家主等との入居契約手続きにかかる支援、保証人が必要となる場合における調整、家主等に対する相談 ・助
言、入居後の緊急時における対応等を行う。

（１）入居支援（不動産業者に対する物件あっせん依頼及び家主等との入居契約手続き支援。
※地域において公的保証人制度がある場合には、必要に応じその利用支援を行う。

（２）居住支援のための関係機関によるサポート体制の調整（利用者の生活上の課題に応じ、関係機関から必要な支援を受ける
ことができるよう調整を行う。）
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住宅入居等支援事業（居住サポート事業）
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○対象者

障害者支援施設やグループホーム、精神科病院等から地域での一人暮らしに移行した障害者等や居宅において単身であるため、又はその
家族と同居している場合であっても家族等の障害・疾病等や当該障害者の生活環境の大きな変化その他の事情により、居宅における自立した
日常生活を営む上での各般の問題に対する支援が見込めない状況にある者

○ サービス内容 ○ 主な人員配置

■ 居宅における自立した日常生活を営む上での各般の問題につき、定期的
な巡回又は随時通報を受けて行う訪問、相談対応等により、障害者の状
況を把握し、必要な情報の提供及び助言並びに相談、関係機関との連絡
調整等の自立した日常生活を営むための環境整備に必要な援助を行う。

○報酬単価（令和６年４月～）

■基本報酬

自立生活援助サービス費（Ⅲ）
（Ⅰ）（Ⅱ）以外の場合
利用者の居宅への訪問による支援及びテレ
ビ電話装置等の活用による支援をそれぞれ１
月に１日以上行った場合

[700単位]

自立生活援助サービス費（Ⅱ）
（Ⅰ）以外の場合
・地域生活支援員30：１未満 [1,172単位]
・地域生活支援員30：１以上 [ 821単位]

自立生活援助サービス費（Ⅰ）
障害者支援施設やグループホーム、精神科病院等から退所等
又は同居家族の死亡若しくはこれに準ずると市町村が認める事情
により単身での生活を開始した日から1年以内の場合
・地域生活支援員30：１未満 [1,566単位]
・地域生活支援員30：１以上 [1,095単位]

■主な加算

同行支援加算
月２回まで 500単位／月
月３回 750単位／月
月４回以上 ,1,000単位／月

集中支援加算
自立生活援助サービス費（Ⅰ）を算定している
場合に限り、１月に６回以上、利用者の居宅を訪
問することにより、自立生活援助を行った場合

500単位／月

ピアサポート体制加算
研修を修了したピアサポーター等を配置した場合

100単位／月

緊急時支援加算（Ⅰ） ※地域生活支援拠点等の場合 ＋50単位／日

緊急時に利用者等からの要請に基づき、深夜に速やかに
利用者の居宅への訪問等による支援を行った場合

711単位／日
緊急時支援加算（Ⅱ）
緊急時に利用者等からの要請に基づき、深夜に電話によ
る相談援助を行った場合 , 94単位／日

居住支援連携体制加算
居住支援法人や居住支援協議会との連携体制を構築
し、月に１回以上、情報連携を図る場を設けて情報共有し
た場合 35単位／月
地域居住支援体制強化推進加算 ※月１回を限度

居住支援法人と共同して、住居の確保及び居住支援に
係る課題を協議会等に報告した場合 500単位／回

日常生活支援情報提供加算 ※月１回を限度

あらかじめ利用者の同意を得て、精神障害者が
日常生活を維持する上で必要な情報を、精神科
病院等に対して情報提供を行った場合

100単位／回

■ サービス管理責任者
・常勤専従である場合 60：１以上 ・常勤以外の場合 30：１以上

■ 地域生活支援員１以上 （25：1が標準）
・サービス管理責任者と地域生活支援員は兼務が可能。
・自立生活援助事業所と併設する地域相談支援事業所を一体的に運営し
ている場合は、サービス管理責任者と相談支援専門員を兼務可能。

○事業所数 293（国保連令和7年12月実績） ○利用者数 1,248（国保連令和7年12月実績）

自立生活援助（障害福祉サービス等事業）


